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発刊にあたって 

　川崎市は、「誰もがいきいきと心豊かに暮らせる持続

可能な市民都市かわさき」をめざしてまちづくりをすすめ、

市民の皆様が誇りに思える川崎の実現に努めています。

そのためには、市勢全般に関する正確な統計情報が不

可欠となっています。 

　本書は、この５年間を中心に、「川崎市統計書（平

成１７年版）」及び「大都市比較統計年表（平成１６年）」

の中から主要なデータを分野別、体系的に整理して、グ

ラフや他都市との比較データによって分かりやすく解説し

ています。 

　今後もより一層利用しやすいものにするために、利用

者のみなさまのご意見をいただきながらさらに内容の充実・

改善を図ってまいります。「川崎市統計書」や「大都

市比較統計年表」とともに広く利用していただければ幸

いです。 

 

 

平成１８年８月　 

川崎市総合企画局　　 

都市経営部統計情報課 



18年版　統計データブック　目次 

市政データ　　解説編 1

大都市データ　　比較編 2

川崎市隣接広域　　データ編 3

基礎データ編 4

人口増加数   

事業所（民営）   

工業（製造品出荷額等）   

商業（卸売/小売販売比率）   

外国貿易額（港の貿易）   

住宅・持ち家率   

市（都）内有料駐車場数及び自動車台数 

市民経済計算(１人当たり市民所得）   

刑法犯認知件数及び検挙率   

市勢   

   

   

川崎市隣接広域地図   

指標値   

実数   

   

   

川崎市   

川崎区   

幸　区   

中原区   

高津区   

宮前区   

多摩区   

麻生区   

   

データから見る川崎市の特徴   

統計調査にご理解を   

統計利用のご案内  

 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

 

 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

 

 

1 

2 

3 

 

 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

 

51 

52 

52 

53 

53 

54 

54 

55 

55 

56 

56 

 

57 

58 

59 

60 

 

61 

62 

63 

63 

64 

64 

65 

65 

66 

 

67 

68 

68

 

人口の推移 

区別人口 

人口の自然増減と社会増減 

年齢別人口 

区別昼間流動人口 

居住期間別人口 

就業者の産業構成 

労働力状態 

外国人登録人口 

婚姻と離婚 

産業の構造 

区別の民営事業所 

資本金階級別企業数 

農業の推移 

区別の農業概況 

工業の推移 

区別の工業概況 

業種別の概況 

従業者規模別の概況 

商業の推移 

卸売業の概況 

区別の卸売業 

小売業の概況 

区別の小売業 

大型小売店の概況 

産業別サービス業の概況 

海上貨物 

中央卸売市場 

賃金・労働時間 

一般雇用保険 

一般職業紹介状況 

経済活動別市内総生産 

水道 

下水道 

市バスの運輸状況 

主要駅の１日平均乗車人員 

ごみの処理状況 

犯罪認知件数 

火災発生件数 

交通事故発生状況 

保育所の概況 

小学校・中学校の概況 

生活保護の概況 

出生と死亡 

着工新設住宅戸数 

建て方別住宅の概況 

選挙 

市税収入額 

市民要望・評価ベストテン 

 

人 口  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 所  

 

 

農 業  

 

工 業  

 

 

 

商 業  

 

 

 

 

 

サ ー ビ ス 業  

産 業 ･ 生 活  

 

 

 

 

 

都市生活基盤 

 

 

 

 

 

 

 

こども・学校 

 

福 祉 ・ 健 康  

 

住 居  

 

選 挙  

財 政  
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利用上の注意 
　統計表中の符号の用法は次のとおりです。 
                    「0」　　単位未満 
                    「―」　　皆無 
                    「▲」　　比較減を表す 
                    「×」　　該当数字はあるが発表をさしひかえたもの 
                    「…」　　数字が得られないもの 
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　市制施行した大正１３年末の本市の人口は５万人でした。昭和５年、１０年の第３回・４回国勢調査で
は、１０万人、１５万人となり、そして１５年の第５回国勢調査では、２倍となる３０万人となりました。 
　戦後の昭和２０年１２月の人口調査結果では２０万人に激減しましたが、その後急速に回復して、昭
和２５年の国勢調査では３３万人、 ３２年には５０万人を超え、４０年には８５万人と大幅な増加傾向が続
きました。そして、４８年には１００万人となりました。 
　しかし、不況や環境悪化などから５０年、５５年の国勢調査では１０１万人、１０４万人と増加幅は小さ
くなりました。その後、北西部の住宅開発などにより６０年には１０８万人、平成２年には１１７万人、７年
には１２０万人となりました。その後、住宅や土地価格の安定などによる都心回帰で増加幅が再び大
きくなり、平成１２年には１２４万人を超え、１６年４月に１３０万人を突破し、１８年４月１日では１３３万  
２,０３３人となっています。 

データチェック 

人口の推移 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000
（人） 

昭和30年 昭和40年 昭和50年 昭和60年 平成7年 平成16年 平成18年 

年　次 備　　考 

昭和３０年 

３５年 

４０年 

４５年 

５０年 

５５年 

６０年 

平成 ２年 

７年 

１２年 

１６年 

１７年 

１８年 

総　数 

人　　　　　口 

４４５,５２０ 

６３２,９７５ 

８５４,８６６ 

９７３,４８６ 

１,０１４,９５１ 

１,０４０,８０２ 

１,０８８,６２４ 

１,１７３,６０３ 

１,２０２,８２０ 

１,２４９,９０５ 

１,３０６,０２１ 

１,３２７,００９ 

１,３３２,０３３ 

面　積 
（㎞２） 

１３１.２６ 

１３２.９３ 

１３６.１７ 

１３６.１７ 

１４１.２４ 

１４２.１６ 

１４２.６３ 

１４３.４７ 

１４３.８７ 

１４４.３５ 

１４４.３５ 

１４４.３５ 

１４４.３５ 

性　比 
（女性＝１００） 

１０８.６ 

１１２.１ 

１１２.０ 

１１０.５ 

１１０.５ 

１０９.２ 

１０９.５ 

１１１.０ 

１０９.９ 

１０８.３ 

１０７.３ 

１０７.３ 

１０７.２ 

国勢調査人口（１０月１日） 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

推計人口（１０月１日） 

国勢調査速報値（１０月１日） 

推計人口（４月１日） 

男 

２３１,８９４ 

３３４,４９０ 

４５１,５３７ 

５１１,０７３ 

５３２,８９０ 

５４３,２６９ 

５６９,０６１ 

６１７,４２５ 

６２９,８０４ 

６４９,９９７ 

６７５,９１９ 

６８６,９８０ 

６８９,１４２ 

女 

２１３,６２６ 

２９８,４８５ 

４０３,３２９ 

４６２,４１３ 

４８２,０６１ 

４９７,５３３ 

５１９,５６３ 

５５６,１７８ 

５７３,０１６ 

５９９,９０８ 

６３０,１０２ 

６４０,０２９ 

６４２,８９１ 

*平成17年及び18年の数値については、総務省統計局が平成18年10月に予定している平成17年国勢調査確報公表後、確報値に修正されます。 

人口の推移 11 続く人口増加 
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　平成１８年４月１日の川崎市の人口は１３３万２,０３３人で、前年の１３０万８,３１３人より２３,７２０人増加

しました。 

　行政区別にみますと、中原区が２１万１,６３５人（総数の１５.９％）と最も多く、次いで宮前区が２０万

７,８４３人（同１５.６％）、多摩区が２０万５,１８９人（同１５.４％）、川崎区が２０万４,４２５人（同１５.３％）、高

津区が２０万２,６５０人（同１５.２％）となっており、この５区が２０万人を超えています。次いで麻生区が

１５万５,６４４人、幸区が１４万４,６４７人となっています。 

　前年と比べ､いずれの区も人口が増加していますが、麻生区で５,０５１人と大きく増加しました。 

データチェック 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
（人） 

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 

区別年間人口増加数 

区　別 

総 　 数  

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

総　数 

人　　　　　口 

１,３３２,０３３ 

２０４,４２５ 

１４４,６４７ 

２１１,６３５ 

２０２,６５０ 

２０７,８４３ 

２０５,１８９ 

１５５,６４４ 

６００,０１２ 

９５,０８７ 

６３,５４２ 

１０４,０２６ 

９２,１０２ 

８４,７７７ 

９７,０４６ 

６３,４３２ 

１４４.３５  

４０.２５  

１０.０９  

１４.８１  

１７.１０  

１８.６０  

２０.３９  

２３.１１ 

人　口 
（１７年４月１日） 

１,３０８,３１３ 

２０２,８２９ 

１４２,８６４ 

２０７,０１５ 

１９８,４０８ 

２０５,２１７ 

２０１,３８７ 

１５０,５９３ 

男 

６８９,１４２ 

１０９,２７３ 

７４,６５４ 

１１０,８８８ 

１０４,１４５ 

１０５,０９１ 

１０７,９１２ 

７７,１７９ 

女 

６４２,８９１ 

９５,１５２ 

６９,９９３ 

１００,７４７ 

９８,５０５ 

１０２,７５２ 

９７,２７７ 

７８,４６５ 

1年間 
増加数 

２３,７２０ 

１,５９６ 

１,７８３ 

４,６２０ 

４,２４２ 

２,６２６ 

３,８０２ 

５,０５１ 

人口密度 
（１㎞２当たり） 

９,２２８ 

５,０７９ 

１４,３３６ 

１４,２９０ 

１１,８５１ 

１１,１７４ 

１０,０６３ 

６,７３５ 

面　積 世帯数 

（単位：㎞２、世帯、人）　（平成18年4月1日） 

区別人口 22 麻生区人口が５，０５１人増加 
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　平成１７年１年間の人口増加数は、１万４,１８５人で前年の増加数を２,３１４人上回りました。自然増

減は出生が１万３,０４５人、死亡が８,１３４人で４,９１１人増となり、社会増減は転入が１０万７,１８８人、転

出が９万７,９１４人で９,２７４人増と９年連続で転入が転出を上回りました。 

　なお、自然増減は、少子高齢化による出生数の減少と死亡数の増加により、平成１５年は昭和２８

年以来５０年ぶりに６,０００人を下回りました。平成１６年に一度回復したものの、平成１７年は５,０００人

を下回りました。 

データチェック 

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
(人)

自然増減 

社会増減 

人口動態の推移 

年次・区別 

平成１３年 

１４年 

１５年 

１６年 

１７年 

１７年区別内訳 

川 崎 区  

幸 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

計 

自　然　増　減 

６,７８６ 

６,６７５ 

５,９４９ 

６,０５９ 

４,９１１ 

 

２ 

２４９ 

１,０２０ 

１,０６６ 

１,２５１ 

８８８ 

４３５ 

１６,９２９ 

１３,９４２ 

１１,７１０ 

１１,８７１ 

１４,１８５ 

 

８８４ 

２,１８５ 

４,３２３ 

１,６８９ 

６６４ 

７３１ 

３,７０９ 

出　生 

１３,９３１ 

１３,８６１ 

１３,３７９ 

１３,５４２ 

１３,０４５ 

 

１,７６１ 

１,３８７ 

２,２６８ 

２,２１８ 

２,２０８ 

１,９６４ 

１,２３９ 

死　亡 

７,１４５ 

７,１８６ 

７,４３０ 

７,４８３ 

８,１３４ 

 

１,７５９ 

１,１３８ 

１,２４８ 

１,１５２ 

９５７ 

１,０７６ 

８０４ 

計 

社　会　増　減 

１０,１４３ 

７,２６７ 

５,７６１ 

５,８１２ 

９,２７４ 

 

８８２ 

１,９３６ 

３,３０３ 

６２３ 

▲ ５８７ 

▲ １５７ 

３,２７４ 

転　入 

１１０,７２６ 

１０８,２００ 

１０８,８５０ 

１０７,１７４ 

１０７,１８８ 

 

１２,７９７ 

１０,７６５ 

２１,３５３ 

１７,０９５ 

１５,６４７ 

１６,２５４ 

１３,２７７ 

転　出 

１００,５８３ 

１００,９３３ 

１０３,０８９ 

１０１,３６２ 

９７,９１４ 

 

１１,９１５ 

８,８２９ 

１８,０５０ 

１６,４７２ 

１６,２３４ 

１６,４１１ 

１０,００３ 

人口増減 

人口の自然増減と社会増減 33 自然増減は減少、社会増減は増加 
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　平成１６年の川崎市の人口を年齢（３区分）別にみると、１５歳未満の年少人口は１７万５,６４４人（総
人口の１３.４％）、１５～６４歳の生産年齢人口は９４万４,５１１人（同７２.３％）、６５歳以上の老年人口は  
１８万４,９９０人（同１４.２％）となっています。平成１２年の国勢調査結果と比較すると、人口総数は  
５万６,１１６人（４.５％）増加し、年齢３区分では、老年人口が３万２８６人（１９.６％）と大幅に増加し、年少
人口は４,９７４人（２.９％）増、生産年齢人口が２万８５６人（２.３％）増となっています。また、老年人口
が年少人口を上回る傾向が平成１５年から続いており、少子・高齢化の進行がうかがえます。 
　５歳階級別に増減率をみると、１５～２９歳と４５～５４歳で減少していますが、他の年齢階級では概
ね年齢階級が高くなるにつれ増加し、特に後期老年人口(７５歳以上）で大幅に増加しています。 

データチェック 
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5歳階級別人口増減率 

年齢階級別 

総　数 
（歳） 
０～４ 
５～９ 

１０～１４ 
１５～１９ 
２０～２４ 
２５～２９ 
３０～３４ 
３５～３９ 
４０～４４ 
４５～４９ 
５０～５４ 
５５～５９ 
６０～６４ 
６５～６９ 
７０～７４ 
７５～７９ 
８０～８４ 
８５以上 
（再掲） 
１５歳未満 
１５～６４歳 
６５歳以上 

総　数 

平成１６年 

１,３０６,０２１ 
 

６３,４１６ 
５８,６０４ 
５３,６２４ 
６０,２３８ 
９６,１２４ 
１２０,６１５ 
１３１,９７３ 
１１７,９０５ 
９２,９３２ 
７６,０２５ 
８３,２５３ 
８７,１１０ 
７８,３３６ 
６２,０８５ 
４９,２９９ 
３５,０８７ 
２１,２１９ 
１７,３００ 

 
１７５,６４４ 
９４４,５１１ 
１８４,９９０ 

１,２４９,９０５ 
 

６２,６２０ 
５４,８０３ 
５３,２４７ 
６５,９５７ 
１０１,６４４ 
１２８,５７６ 
１２５,６５０ 
１００,４５９ 
７８,３７１ 
８０,１３６ 
９４,７５４ 
８０,９３４ 
６７,１７４ 
５６,２５８ 
４１,７４１ 
２７,２９５ 
１６,７９４ 
１２,６１６ 

 
１７０,６７０ 
９２３,６５５ 
１５４,７０４ 

男 
６７５,９１９ 

 
３２,３７５ 
３０,２０２ 
２７,４５３ 
３１,３０４ 
５１,５３５ 
６６,２９５ 
７０,２３４ 
６３,６９５ 
５０,４６３ 
４０,４１７ 
４３,５９２ 
４５,１１０ 
３９,６５０ 
３０,２７１ 
２３,１８５ 
１５,８５０ 
７,９７５ 
５,７００ 

 
９０,０３０ 
５０２,２９５ 
８２,９８１ 

女 
６３０,１０２ 

 
３１,０４１ 
２８,４０２ 
２６,１７１ 
２８,９３４ 
４４,５８９ 
５４,３２０ 
６１,７３９ 
５４,２１０ 
４２,４６９ 
３５,６０８ 
３９,６６１ 
４２,０００ 
３８,６８６ 
３１,８１４ 
２６,１１４ 
１９,２３７ 
１３,２４４ 
１１,６００ 

 
８５,６１４ 
４４２,２１６ 
１０２,００９ 

平成１６年 

構成比（％） 

１００.０  
 

４.９  
４.５  
４.１  
４.６  
７.４  
９.２  
１０.１  
９.０  
７.１  
５.８  
６.４  
６.７  
６.０  
４.８  
３.８  
２.７  
１.６  
１.３  
 

１３.４  
７２.３  
１４.２ 

平成１２年 
１００.０  

 
５.０  
４.４  
４.３  
５.３  
８.１  
１０.３  
１０.１  
８.０  
６.３  
６.４  
７.６  
６.５  
５.４  
４.５  
３.３  
２.２  
１.３  
１.０  
 

１３.７  
７３.９  
１２.４ 

平成１２年総数 

４.５ 
 

１.３ 
６.９ 
０.７ 

▲ ８.７ 
▲ ５.４ 
▲ ６.２ 
５.０ 
１７.４ 
１８.６ 
▲ ５.１ 
▲ １２.１ 
７.６ 
１６.６ 
１０.４ 
１８.１ 
２８.５ 
２６.３ 
３７.１ 

 
２.９ 
２.３ 
１９.６ 

増加率（％） 

（各年10月1日） 

＊総数には年齢不詳を含む。平成16年は推計人口、12年は国勢調査結果 

年齢別人口 44 老年人口が年少人口を上回る 
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　平成１２年の国勢調査結果では、市内相互間の流動人口は１０万３,２１４人で前回調査の７年と比べ

５,２４８人（４.８％）の減少となっています。流入・流出人口を区別にみると、流入超過区は川崎区の

みで他の６区は流出超過区となっています。川崎区の流入超過人口は６万７,２８０人で、前回と比べ

ると１万１,４１８人(対前回比１４.５％）の減少となりました。また、流出超過区の６区のうち、宮前区が 

６万３,９１９人、多摩区が５万１,０６９人の超過流出人口となっていて、この２区では５万人を超えています。 

　昼間時と夜間時の人口分布の格差を示す指標である昼夜間人口比率(常住人口１００人当たりの

昼間人口）をみると、川崎区が１３４.７で唯一市内７区では１００を超えています。前回と比較すると、

川崎区、幸区、中原区で低下したものの、高津区、宮前区、多摩区､麻生区で上昇しました。特に麻

生区は、４.０ポイント上昇しましたが、これは新百合ヶ丘駅周辺の整備に伴い昼間人口が増加したた

めと考えられます。 

データチェック 

川崎区 
0

20

40

60

80

100

120

140

160

幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 

区別昼夜間人口比率（平成１２年） 

区　　別 

川崎市 

 

市内流動人口全区 

 

川　崎　区 

幸　　　区 

中　原　区 

高　津　区 

宮　前　区 

多　摩　区 

麻　生　区 

１,２４９,０２９ 

 

 

 

１９３,９２９ 

１３６,４００ 

１９８,２７３ 

１８２,０６２ 

１９９,８３２ 

１９６,４８５ 

１４２,０４８ 

常住人口 

２３６,２３９ 

 

１０３,２１４ 

 

１１４,６６９ 

４１,０９２ 

５９,９９０ 

４５,７９３ 

２３,１９７ 

３３,５１７ 

２１,１９５ 

流入人口 

３８８,１７８ 

 

１０３,２１４ 

 

４７,３８９ 

５４,３１２ 

７９,５８０ 

７８,１１９ 

８７,１１６ 

８４,５８６ 

６０,２９０ 

流出人口 

▲１５１,９３９ 

 

 

 

６７,２８０ 

▲１３,２２０ 

▲１９,５９０ 

▲３２,３２６ 

▲６３,９１９ 

▲５１,０６９ 

▲３９,０９５ 

流入 
超過人口 

１,０９７,０９０ 

 

 

 

２６１,２０９ 

１２３,１８０ 

１７８,６８３ 

１４９,７３６ 

１３５,９１３ 

１４５,４１６ 

１０２,９５３ 

昼間人口 

８７.８  

 

 

 

１３４.７  

９０.３  

９０.１  

８２.２  

６８.０  

７４.０  

７２.５ 

昼夜間 
人口比率 

８８.８ 

 

 

 

１４０.２ 

９０.３ 

９１.８ 

８１.６ 

６６.５ 

７３.９ 

６８.５ 

平成７年 
昼夜間比率 

（平成12年10月1日） 

（国勢調査） 

区別昼間流動人口 55 ３９万人が市外へ流出 
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　平成１２年国勢調査結果による居住期間別の割合をみると、「出生時から」は１２万６６４人（９.７％）
となっていて、全国平均の１６.０％より低くなっています。 
　区別に居住期間別割合をみると、「出生時から」は川崎区が１２.２％で最も高く、次いで幸区の  
１１.３％、中原区の１０.１％と続いています。 
　移動者についてみると、居住期間が５年未満の割合は多摩区の４３.１％が最も高く、次いで中原区の
４２.２％、高津区・宮前区の４１.６％となっています。逆に、居住期間が１０年以上の割合は、幸区の４３.０％
が最も高く、次いで川崎区の４０.２％となっていて、南部の区で定住の度合いが高くなっています。 

データチェック 

川崎市 
0

10

20

30

40

50
（％） 

川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 

10年以上 

出生時から 

区別居住期間別人口の割合（平成１２年） 

１２０,６６４ 

９.７% 

２３,６６５ 

１２.２% 

１５,４５８ 

１１.３% 

２０,０１５ 

１０.１% 

１６,８１９ 

９.２% 

１７,３５０ 

８.７% 

１７,３６４ 

８.８% 

９,９９３ 

７.０% 

２０,２６６,６７１ 

１６.０%

出生時から 

１,２４９,０２９ 

１００.０% 

１９３,９２９ 

１００.０% 

１３６,４００ 

１００.０% 

１９８,２７３ 

１００.０% 

１８２,０６２ 

１００.０% 

１９９,８３２ 

１００.０% 

１９６,４８５ 

１００.０% 

１４２,０４８ 

１００.０% 

１２６,６９７,２８２ 

１００.０%

総　数 

川崎市 

 

川崎区 

 

幸　区 

 

中原区 

 

高津区 

 

宮前区 

 

多摩区 

 

麻生区 

 

全　国 

 

区　別 

１,１０３,０３４ 

８８.３% 

１６４,６２０ 

８４.９% 

１１８,９０５ 

８７.２% 

１７１,９８５ 

８６.７% 

１６２,５１５ 

８９.３% 

１８０,４０２ 

９０.３% 

１７５,５７８ 

８９.４% 

１２９,０２９ 

９０.８% 

１０５,０７５,６３４ 

８２.９%

総　数 

１３７,７４３ 

１１.０% 

１７,９８７ 

９.３% 

１１,５６４ 

８.５% 

２４,１９８ 

１２.２% 

２１,９４１ 

１２.１% 

２２,７０６ 

１１.４% 

２３,９４９ 

１２.２% 

１５,３９８ 

１０.８% 

１０,０３４,４１０ 

７.９%

１年未満 

３４９,９２３ 

２８.０% 

４３,３７６ 

２２.４% 

３１,１７５ 

２２.９% 

５９,５１３ 

３０.０% 

５３,７３７ 

２９.５% 

６０,３６０ 

３０.２% 

６０,７３０ 

３０.９% 

４１,０３２ 

２８.９% 

２５,０１２,６４９ 

１９.７%

１～５年未満 

移　　　　　　動　　　　　　者 

１７９,０９７ 

１４.３% 

２５,２７３ 

１３.０% 

１７,４５６ 

１２.８% 

２７,０２２ 

１３.６% 

２８,３４５ 

１５.６% 

３０,８９８ 

１５.５% 

２９,８７３ 

１５.２% 

２０,２３０ 

１４.２% 

１６,２０５,０４０ 

１２.８%

５～１０年未満 

１９３,０３０ 

１５.５% 

３０,４９３ 

１５.７% 

２３,０７９ 

１６.９% 

２３,４１７ 

１１.８% 

２７,８９２ 

１５.３% 

３１,７３２ 

１５.９% 

２９,３１１ 

１４.９% 

２７,１０６ 

１９.１% 

２０,８３２,９９９ 

１６.４%

１０～２０年未満 

２４３,２４１ 

１９.５% 

４７,４９１ 

２４.５% 

３５,６３１ 

２６.１% 

３７,８３５ 

１９.１% 

３０,６００ 

１６.８% 

３４,７０６ 

１７.４% 

３１,７１５ 

１６.１% 

２５,２６３ 

１７.８% 

３２,９９０,５３６ 

２６.０%

２０年以上 

（単位：人）（平成12年10月1日） 

（国勢調査） ＊上段は実数，下段が構成比 　＊総数に居住期間「不詳」を含む 

居住期間別人口 66 南部の区で定住の度合いが高い 
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　平成１２年の国勢調査結果では、市内の昼間就業者数は５２万６,５８２人で前回の平成７年と比べて 
２万１,７１２人（４.０％）の減少となりました。昼間就業者数は昭和６０年以降増加していましたが、今
回の調査で減少となりました。 
　産業構成をみると、第３次産業が３４万６,２４９人（昼間就業者数の６５.８％）と最も多く、第２次産業
は１６万７,８２７人（同３１.９％）、第１次産業は２,８３７人（同０.５％）となっています。第３次産業は、今回
も４.２％増となっていますが、第２次産業は１８.５％減と大幅に減少しました。 
各産業別にみると、「不動産業」が１２.７％増加しているほか､「サービス業」（９.３％増）、「卸売・小
売業、飲食店」（１.２％増）も増加しています。 
　次に、常住就業者数は６４万９,４０３人で、前回の平成７年と比べて０.２％の減少となりました。産業
構成をみると、第３次産業が４５万７,３８７人（常住就業者数の７０.４％）で最も多く、第２次産業が１７万
７,７７３人（同２７.４％）、第１次産業が２,９６４人（同０.５％）となっています。第２次産業については、「建
設業」が１３.３％減、「製造業」が１３.０％減と大幅に落ち込んだため、全体としても１３.１％の大幅な
減少となりました。第３次産業は今回も５.１％の増加となっています。 
　各産業別にみると「サービス業」の増加が１２.４％と際立っていて、その他増加したのは「不動産
業」などとなっています。 

データチェック 

総数 

常住 

昼間 

0
100,000
200,000
300,000
400,000
500,000
600,000
700,000
（人） 

第1次産業 第2次産業 第3次産業 

常住就業者と昼間就業者の産業別人数（平成１２年） 

産業（大分類）別 

総 数  
第 １ 次 産 業  
 
農 業  
林 業  
漁 業  
第 ２ 次 産 業  
 
鉱 業  
建 設 業  
製 造 業  
第 ３ 次 産 業  
 
電気・ガス・熱供給・水道業 
運 輸 ・ 通 信 業  
卸 売・小 売 業，飲 食 店  
金 融 ・ 保 険 業  
不 動 産 業  
サ ー ビ ス 業  
公務（他に分類されないもの） 
分 類 不 能 の 産 業  

平成７年 

常住人口における就業者 

６５０,９７９ 
３,４８４ 
(０.５%) 
３,３４１ 
１１ 
１３２ 

２０４,６２１ 
(３１.４%) 
１７８ 

７１,９３４ 
１３２,５０９ 
４３５,２５１ 
(６６.９%) 
３,４２６ 
４３,３１７ 
１４７,７０４ 
２６,７７１ 
１２,５９６ 
１９０,３５２ 
１１,０８５ 
７,６２３ 

平成１２年 
６４９,４０３ 
２,９６４ 
(０.５%) 
２,９４０ 
８ 
１６ 

１７７,７７３ 
(２７.４%) 
１４２ 

６２,３５８ 
１１５,２７３ 
４５７,３８７ 
(７０.４%) 
３,２４２ 
４３,２３５ 
１４７,７３８ 
２４,３６４ 
１３,６２３ 
２１４,０３７ 
１１,１４８ 
１１,２７９ 

平成７年 

昼間人口における就業者 

５４８,２９４ 
３,３６０ 
(０.６%) 
３,２２８ 
４ 

１２８ 
２０５,８６３ 
(３７.５%) 

８８ 
６１,０８２ 
１４４,６９３ 
３３２,３９８ 
(６０.６%) 
３,６８６ 
３９,８８０ 
１０５,７３６ 
１３,０６１ 
８,５１７ 

１５０,８６６ 
１０,６５２ 
６,６７３ 

平成１２年 
５２６,５８２ 
２,８３７ 
(０.５%) 
２,８１５ 
２ 
２０ 

１６７,８２７ 
(３１.９%) 
１０３ 

５２,４３５ 
１１５,２８９ 
３４６,２４９ 
(６５.８%) 
３,２１７ 
４０,２７６ 
１０７,０４４ 
１０,８９９ 
９,６００ 

１６４,９０９ 
１０,３０４ 
９,６６９ 

（各年10月1日） 

（国勢調査） ＊（　）内は構成比 

就業者の産業構成 77 昼間就業者が2万人減少 
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　平成１２年の国勢調査結果では、労働力人口は６８万３,６５７人で、前回の平成７年と比べて７８３人（０.

１％）の減少となっています。労働力率（１５歳以上人口に占める労働力人口の割合）は、６３.４％で、

前回より３.２ポイント低下しました。 

　男女別にみると、男性では労働力人口が４３万３,９５２人（労働力人口総数の６３.５％）で前回と比

べて１万３３３人（２.３％）の減少となっています。女性の労働力人口は２４万９,７０５人（同３６.５％）で

前回と比べて９,５５０人（４.０％）の増加となりました。労働力率は前回と比べて男性で５.０ポイント、

女性が０.９ポイントの低下となっています。 

　非労働力人口（家事従事者、通学者、高齢者など）は３６万４,７５７人で、平成７年に比べ３万７３４人 

（９.２％）の増加となりました。 

データチェック 

総数 

平成7年 

平成12年 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90
（％） 

男 女 

労働力率の推移 

労働力状態 

１５歳以上人口 

労働力人口 

就業者数 

完全失業者 

非労働力人口 

労働力率（%） 

就業率（%） 

総　数 

平成１２年 

１,０７８,３５９ 

６８３,６５７ 

６４９,４０３ 

３４,２５４ 

３６４,７５７ 

６３.４  

６０.２ 

男 

５６１,７９８ 

４３３,９５２ 

４１１,６３２ 

２２,３２０ 

１０５,９６８ 

７７.２  

７３.３ 

女 

５１６,５６１ 

２４９,７０５ 

２３７,７７１ 

１１,９３４ 

２５８,７８９ 

４８.３  

４６.０ 

総　数 

平成７年 

１,０２８,１７４ 

６８４,４４０ 

６５０,９７９ 

３３,４６１ 

３３４,０２３ 

６６.６  

６３.３ 

男 

５４０,３７４ 

４４４,２８５ 

４２２,１７４ 

２２,１１１ 

８９,０２２ 

８２.２  

７８.１ 

女 

４８７,８００ 

２４０,１５５ 

２２８,８０５ 

１１,３５０ 

２４５,００１ 

４９.２  

４６.９ 

（国勢調査） 

（各年10月1日） 

労働力状態 88 労働力率は男女ともに低下 
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　平成１８年３月末日の外国人登録者数は、２万７,９９３人で前年の２万６,８２４人に比べて１,１６９人（前

年比４.４％）の増加となりました。 

　国別では、韓国・朝鮮が９,１１８人（総数の３２.６％）で最も多く、次いで中国７,３９１人（同２６.４％）、フ

ィリピン３,４９４人（同１２.５％）、ブラジル１,３９３人（同５.０％）、インド７９７人（同２.８％）となっています。 

　前年に比べると、韓国・朝鮮は３４人（前年比０.４％）減少となっています。外国人全体に占める割

合は３２.６％と構成比も減少傾向にあります。一方、中国６１７人（同９.１％）、フィリピン１７５人（同５.３

％）、ブラジル１６人（同１.２％）、インド１２３人（同１８.２％）と増加傾向にあります。 

　外国人登録者数を区別にみると、最も多いのは川崎区の１万３１０人（全数の３６.８％）で、次いで

中原区３,５６９人（同１２.７％）、多摩区３,４３４人（同１２.３％）となっています。 

データチェック 

韓国・朝鮮 

平成14年 

平成15年 

平成16年 

平成17年 

平成18年 

中国 フィリピン ブラジル インド 
0

1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
（人） 

外国人登録人口の推移 

年次･区別 

平成１４年 

１５年 

１６年 

１７年 

１８年 

 

１８年区別内訳 

川 崎 区  

幸 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

総　数 

２４,１９９  

２５,３５１  

２６,６３６  

２６,８２４  

２７,９９３  

 

 

１０,３１０  

３,１６５  

３,５６９  

３,２９９  

２,５９５  

３,４３４  

１,６２１ 

韓国・朝鮮 

９,４２７  

９,３５８  

９,２６６  

９,１５２  

９,１１８  

 

 

４,７０７  

９７１  

９３４  

９２２  

６０６  

６４８  

３３０ 

中　国 

５,４５２  

６,０９２  

６,６５８  

６,７７４  

７,３９１  

 

 

２,０１７  

９３５  

１,０５３  

８３９  

７１７  

１,１８１  

６４９ 

フィリピン 

２,６４０  

２,８７９  

３,２８０  

３,３１９  

３,４９４  

 

 

１,１３１  

４４５  

４６２  

５２２  

３５２  

４６２  

１２０ 

ブラジル 

１,３９４  

１,４０１  

１,４１４  

１,３７７  

１,３９３  

 

 

９０４  

７６  

９７  

１０２  

８２  

７８  

５４ 

インド 

４７１  

５５８  

６６４  

６７４  

７９７  

 

 

２９５  

１５５  

１３７  

８９  

１７  

８４  

２０ 

その他 

４,８１５  

５,０６３  

５,３５４  

５,５２８  

５,８００  

 

 

１,２５６  

５８３  

８８６  

８２５  

８２１  

９８１  

４４８ 

（単位：人）（各年3月末日） 

外国人登録人口 99 外国人登録者構成比のインド国籍者が増加 
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　平成１６年中の本市での婚姻件数は、１万３５６件で、前年に比べ２７件（０.３％）の減少となりました。

また、婚姻率（総人口千人当たりの婚姻件数）は、７.９で前年（８.０）に比べて０.１ポイント低下しまし

た。離婚件数は３,０７２件で、前年に比べ２８件（０.９％）の減少となり、離婚率（総人口千人当たりの

離婚件数）も２.３５で､前年（２.４０）に比べて０.０５ポイント低下しました。 

データチェック 

平成11年 

婚姻率 

（‰） 

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 
0

2

4

6

8

10

離婚率 

婚姻率・離婚率の推移 

年　　　次 

平成１１年 

１２年 

１３年 

１４年 

１５年 

１６年 

婚　　　姻 

１０,２１１ 

１０,９８０ 

１１,２６５ 

１０,６４４ 

１０,３８３ 

１０,３５６ 

婚　姻　率 

８.２  

８.８  

８.９  

８.３  

８.０  

７.９ 

離　　　婚 

２,８１７ 

２,９５９ 

３,２０８ 

３,１３０ 

３,１００ 

３,０７２ 

離　婚　率 

２.２７  

２.３７  

２.５３  

２.４４  

２.４０  

２.３５ 

（人口動態調査） ＊婚姻率及び離婚率は各年10月1日人口の1000人に対する割合。 

（単位：件･‰） 

婚姻と離婚 1010 婚姻率、離婚率ともに低下が続く 
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　平成１６年の事業所・企業統計調査結果によると、市内の事業所数は４万１,２４９事業所、従業者は 
４４万７,９８３人となりました。これを平成１３年の調査と比べると、事業所数は７７４事業所（前回比１.８
％）減少しました。従業者数も１万６,６７２人（同３.６％）の減少となっています。 
　また、１事業所当りの従業者数は１０.９人で前回の１１.１人と比べ０.２人減少し、わずかに事業所規
模が縮小しました。 
 産業別の事業所数をみると、「卸売・小売業」が１万４１９事業所（総数の２５.３％）、次いで「サービス
業（他に分類されないもの）」が６,９６０事業所（同１６.９％）、「飲食店，宿泊業」が６,７８８事業所（同   
１６.５％）と、この３産業で全体の５８.６％を占めています。従業者数では、「卸売・小売業」が９万１５５
人（総数の２０.１％）、「製造業」が８万１,０６５人（同１８.１％）、「サービス業（他に分類されないもの）」
が７万１,４４３人（同１５.９％）と、この３産業で全体の５４.２％に達しています。 

データチェック 

卸売・小売業 製造業 サービス業 
（他に分類されないもの） 

平成13年 

平成16年 

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

100,000
（人） 

従業者数（上位３産業）の推移 

（事業所・企業統計調査） 

（平成16年は6月1日、平成13年は10月1日） 

産業（大分類）別 

全 産 業  
農 林 漁 業  
鉱 業  
建 設 業  
製 造 業  
電気・ガス・熱供給・水道業 
情 報 通 信 業  
運 輸 業  
卸 売 ・ 小 売 業  
金 融 ・ 保 険 業  
不 動 産 業  
飲 食 店 ， 宿 泊 業  
医 療 ， 福 祉  
教 育 ，学 習 支 援 業  
複 合 サ ー ビ ス 事 業  
サービス業（他に分類されないもの） 

事業所数 

平成１３年 

　　４２,０２３ 
２９ 
－ 

３,９４５ 
４,５１５ 
１５ 
４１７ 
１,４４０ 
１０,９３９ 
４９９ 
３,２０６ 
６,９８７ 
１,９９３ 
１,０３１ 
１００ 
６,９０７ 

従業者数 

４６４,６５５ 
２１１ 
－ 

３３,４２１ 
９０,５２３ 
１,５９０ 
２８,９４９ 
３０,４５７ 
８９,３９８ 
９,２１０ 
９,３６０ 
４４,７０８ 
２７,８７４ 
１４,３４９ 
１,０７８ 
８３,５２７ 

事業所数 

平成１６年 

４１,２４９ 
２７ 
－ 

３,８１０ 
４,１２８ 
１３ 
３８８ 
１,４６６ 
１０,４１９ 
４４８ 
３,３１６ 
６,７８８ 
２,２５２ 
１,１３２ 
１０２ 
６,９６０ 

従業者数 

４４７,９８３ 
１９０ 
－ 

３３,２２９ 
８１,０６５ 
１,０４５ 
２９,８７６ 
３０,１４７ 
９０,１５５ 
７,７４８ 
９,５６２ 
４４,８５２ 
３２,３６２ 
１５,１７３ 
１,１３６ 
７１,４４３ 

産業の構造（民営事業所） 1111 卸売・小売業の従業者数が製造業を抜いて第１位 
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　平成１６年の事業所・企業統計調査結果で民営事業所の区別の分布をみると、事業所が最も多い

のは川崎区の１万１,９２７事業所、次いで中原区の６,９５６事業所、高津区の５,８９１事業所、幸区の  

４,９４１事業所と続いており、川崎区、幸区及び中原区の南部３区で事業所総数の約６割弱（５７.８%）

を占めています。 

　事業所総数に占める区別の構成比の推移をみると、宮前区及び麻生区の北部２区は調査ごとに

構成比が上昇していますが、川崎区、幸区は低下しています。 

 従業者数では、川崎区が１４万２,３４９人で最も多く、次いで中原区（７万７,８９９人）、高津区（６万 

２,４３８人）、幸区（５万５,３２３人）と続いており、川崎区、幸区及び中原区の南部３区で従業者総数の 

６１.５％を占めています。麻生区では、増加が続いています。 

データチェック 

区別事業所数の構成比（平成１６年） 区別従業者数の構成比（平成１６年） 

川崎区 
28% 川崎区 

32%

幸区 
12% 幸区 

12%中原区 
17%

中原区 
17%

高津区 
14%

高津区 
14%

宮前区 
10%

宮前区 
9%

多摩区 
12%

多摩区 
9%

麻生区 7% 麻生区 7%

（平成16年は6月1日、平成13年は10月1日、平成11年は7月1日） 

区　別 

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

平成１１年 

事業所数 

１２,６５６ 

５,４１６ 

７,２２０ 

６,１７９ 

４,０５０ 

４,９５２ 

２,７８２ 

平成１３年 

１２,２５０ 

５,１３６ 

６,９８２ 

６,０２０ 

４,０９２ 

４,７９６ 

２,７４７ 

平成１６年 

１１,９２７ 

４,９４１ 

６,９５６ 

５,８９１ 

４,０５８ 

４,７４８ 

２,７２８ 

平成１１年 

従業者数 

１５２,２５６ 

５５,３９３ 

８６,７６４ 

６５,３２８ 

４２,２４９ 

３８,５７９ 

２７,５７１ 

平成１３年 

１５０,４４０ 

５７,６１１ 

８６,５２６ 

６２,７８０ 

３９,６４１ 

３８,１００ 

２９,５５７ 

平成１６年 

１４２,３４９ 

５５,３２３ 

７７,８９９ 

６２,４３８ 

４０,３８９ 

３８,１７９ 

３１,４０６ 

（事業所・企業統計調査） 

区別の民営事業所 1212 麻生区で従業者数の増加が続く 
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　平成１６年の事業所･企業統計調査結果によると、市内の企業数は１万３,６８１企業となっており、 

前回の平成１３年調査に引続き減少となっています。 

　資本金階級別では、「３００万～５００万円未満」の企業が５,９１５企業（企業総数の４３.２%）で最も多

く、「１,０００万～３,０００万円未満」が５,０５１企業（同３６.９％）と続き、この２階級で企業総数の８割を占

めます。 

　また、資本金が５,０００万円以上の企業は５３４企業となっており、前回の調査よりも増加しています。 

データチェック 

300万
円未
満 

300万
～50
0万円

未満
 

500万
～1,
000万

円未
満 

1,00
0万～

3,00
0万円

未満
 

3,00
0万～

5,00
0万円

未満
 

5,00
0万～

1億円
未満
 

1億～
10億
円未
満 

10億
～50
億円
未満
 

50億
円以
上 

平成11年 

平成13年 

平成16年 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
（社） 

資本金階級別企業数 

資本金階級別 平成１６年 

総数 

３００万円未満 

３００万～５００万円未満 

５００万～１,０００万円未満 

１,０００万～３,０００万円未満 

３,０００万～５,０００万円未満 

５,０００万～１億円未満 

１億～１０億円未満 

１０億～５０億円未満 

５０億円以上 

１３,６８１ 

９１ 

５,９１５ 

１,６１６ 

５,０５１ 

４７４ 

２８５ 

２０１ 

２９ 

１９ 

（事業所・企業統計調査） 

（平成16年は6月1日、平成13年は10月1日、平成11年は7月1日） 

平成１３年 

１４,０５５ 

８８ 

５,９９４ 

１,７０８ 

５,２５５ 

５１１ 

２５１ 

１９３ 

３９ 

１６ 

平成１１年 

１５,１１２ 

１１８ 

６,２７０ 

１,８８９ 

５,７９４ 

５０９ 

２６５ 

２１４ 

３２ 

２１ 

＊企業とは、経営組織が株式会社、有限会社、合名会社、合資会社及び相互会社で、川崎市に本所・本社・本店があり、それら
の傘下の支所・支社・支店をを含めた全体をいう。支所・支社・支店を持たない単独事業所の場合は、それが企業となる。 

資本金階級別企業数 1313 「5,000万円以上」の企業が増加 
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　平成１７年２月１日に行なわれた農林業センサス結果では、川崎市の農家数は１,３２６戸となってい

ます。販売・自給的別の農家数は、販売農家が７６８戸（農家総数の５７.９％）、自給的農家は５５８戸（同

４２.１％）となり、前回の平成１２年調査と比べると販売農家で１５０戸（１６.３％）の減少、自給的農家

で１９戸（３.３％）の減少となっています。 

　また、販売農家１戸当たりの経営耕地面積は５４.０aとなり、前回調査の平成１２年と比べると１.９a

の増加となりました。 

データチェック 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（戸） 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 

総農家数の推移 

年　　次 
総　数 販売農家 自給的農家 総面積 田 畑 樹園地 

農家戸数 販売農家経営耕地（ａ） 

平成２年 

７年 

１２年 

１７年 

２,１０６ 

１,７０３ 

１,４９５ 

１,３２６ 

１,３００ 

１,０４８ 

９１８ 

７６８ 

８０６ 

６５５ 

５７７ 

５５８ 

７１,９５９ 

５５,４０６ 

４７,８５２ 

４１,４６４ 

５,７７５ 

４,２０３ 

２,８０１ 

２,０８９ 

４１,１４９ 

３２,７５６ 

３０,５０４ 

２７,９７６ 

２５,０３５ 

１８,４４７ 

１４,５４７ 

１１,３９９ 

販売農家１戸 
当たりの経営 
耕地面積（a） 

５５.４  

５２.９  

５２.１  

５４.０ 

（2005年農林業センサス） 

（各年2月１日） 

＊「農家」とは農業を営む経営耕地面積が10a以上、または、過去1年間の農産物販売額が15万円以上の世帯 
＊「販売農家」とは経営耕地面積が30a以上、または、農産物販売額が50万円以上の農家 
＊「自給的農家」とは経営耕地面積が30a未満、かつ、農産物販売額が50万円未満の農家 

農業の推移 1414 販売農家1戸あたりの経営耕地面積は増加 
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　農業の区別の分布をみると、最も農家の多い区が宮前区の３４５戸（農家総数の２６.０％）、次いで 

麻生区の３３３戸（同２５.１％）、多摩区の２９５戸（同２２.２％）の順となっています。 

　販売農家の経営耕地面積でも、宮前区が１３３ha（総面積の３２.０％）で最も多く、次いで麻生区の 

１２８ha（同３０.８％）、多摩区７５ha（同１８.１％）の順となっています。 

　このように、川崎市の農業は宮前区、麻生区、多摩区の北部に集中しています。 

データチェック 

（ha） 

麻生区 多摩区 宮前区 高津区 中原区 幸区 川崎区 
0

20

40

60

80
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120

140

区別の販売農家経営耕地面積（平成１７年） 

区　別 
総　数 

販売農家 

専　業 兼　業 

農家戸数 販売農家経営耕地面積（ha） 

総 　 数  

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

１,３２６ 

２ 

９ 

１０４ 

２３８ 

３４５ 

２９５ 

３３３ 

２２３ 

－ 

１ 

１１ 

３９ 

６８ 

５３ 

５１ 

５４５ 

－ 

２ 

４６ 

８６ 

１３９ 

１３１ 

１４１ 

総面積 

４１５ 

－ 

１ 

２２ 

５６ 

１３３ 

７５ 

１２８ 

田 

２１ 

－ 

０ 

１ 

０ 

３ 

５ 

１２ 

畑 

２８０ 

－ 

１ 

２０ 

４５ 

１０６ 

２８ 

８１ 

樹園地 

１１４ 

－ 

０ 

２ 

１１ 

２４ 

４２ 

３５ 

自給的農家 

５５８ 

２ 

６ 

４７ 

１１３ 

１３８ 

１１１ 

１４１ 

（2005年農林業センサス） ＊「専業農家」とは、世帯員の中に兼業従業者がいない農家 
＊「兼業農家」とは、世帯員の中に兼業従業者が1人以上いる農家 

（平成17年2月１日） 

区別の農業概況 1515 宮前・麻生・多摩の北部3区で経営耕地の8割を占める 
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　平成１６年の工業統計調査の結果によると、川崎市の工業は事業所数が１,７７６事業所で、前年に

比べ１２８事業所（対前年比６.７％）減少、従業者数は、５万５,６２７人で､前年より４,２３９人（同７.１％）減

少しました。製造品出荷額等は３兆８,５８４億円で、前年に比べ､２３０億円（同０.６％）増加、付加価値

額は１兆１,０８１億円で、前年より３５４億円（同３.１％）減少しました。  

　事業所数及び従業者数は減少傾向で推移し、製造品出荷額等はわずかながら増加していますが、

付加価値額は前年より減少しています。全体的には減少傾向で推移しています。 

データチェック 

平成8年 

製造品出荷額等の推移 

平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 
0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000
（百万円） 

（単位：百万円）（各年12月末日） 

年　　　次 

平成１２年 

１３年 

１４年 

１５年 

１６年 

事業所数 

２,３７６ 

２,０９８ 

１,９５３ 

１,９０４ 

１,７７６ 

従業者数 

７６,２９８ 

６８,７８４ 

６１,５５７ 

５９,８６６ 

５５,６２７ 

製造品出荷額等 

４,０６９,７３６ 

３,８２６,７６１ 

３,５５０,４７９ 

３,８３５,３９３ 

３,８５８,３８７ 

付加価値額 

１,１７９,８６７ 

１,０７８,４３４ 

１,０５９,１０１ 

１,１４３,５７３ 

１,１０８,１４８ 

（工業統計調査） 

 工業の推移（従業者4人以上の事業所） 1616 製造品出荷額等わずかながら増加を維持 
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　平成１６年の工業統計調査の結果によると、事業所数では川崎区が５３８事業所（事業所総数の   

３０．３％）で最も多く、次いで高津区、中原区と続いています。従業者数は川崎区が２万３,４７３人（従

業者総数の４２．２％）で最も多く、次いで中原区、高津区となっています。また、製造品出荷額等でも、

川崎区が２兆７,８３４億円（製造品出荷額等総額の７２．１％）で最も多く、次いで中原区、 高津区と続

いており、これら３区で全体の製造品出荷額等の９４%を占めています。      

　従業員１人当たり製造品出荷額等は６,９３６万円で昨年の６,４０７万円より５２９万円高くなっていま

す。区別でみると、川崎区が最も高く１億１,８５８万円となっており、次いで中原区６,２００万円、高津区

２,３００万円となっています。 

データチェック 

川崎区 
72.1%

麻生区 0.8%

幸区  
3.4%

中原区  
16.5%

高津区 
5.4%

多摩区 0.9%

宮前区 1.0%

区別製造品出荷額等の構成比（平成１６年） 

区　別 

総 　 数  

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

事業所数 

１,７７６ 

５３８ 

１８７ 

２９４ 

４２６ 

１３９ 

１３１ 

６１ 

従業者数 

５５,６２７ 

２３,４７３ 

６,５５５ 

１０,２４８ 

９,００１ 

２,２８２ 

２,４４３ 

１,６２５ 

製造品出荷額等 

３,８５８,３８７ 

２,７８３,３８４ 

１３０,８６５ 

６３５,３５３ 

２０７,０１４ 

３７,０２５ 

３４,７１０ 

３０,０３６ 

付加価値額 

１,１０８,１４８ 

７４７,７９２ 

５１,９６５ 

１５２,５１３ 

１０７,２０２ 

１６,７０７ 

１６,６９８ 

１５,２７１ 

従業者１人当たり 
製造品出荷額等 

６９.４ 

１１８.６ 

２０.０ 

６２.０ 

２３.０ 

１６.２ 

１４.２ 

１８.５ 

（単位：百万円）（平成16年12月末日） 

　（工業統計調査） 

区別の工業概況（従業者4人以上の事業所） 1717 川崎区で市の製造品出荷額等の72.1％を占める 
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　平成１６年の工業統計調査の結果で、業種別の事業所数をみると、一般機械器具製造業が３６６事

業所で最も多く、次いで金属製品製造業が３０１事業所、電気機械機具製造業が２１１事業所となって

おり、この３業種で全体の４９.４％を占めています。 

　従業者数では、一般機械器具製造業が７,５６０人で最も多く、次いで輸送機械器具製造業が６,３２０

人、化学工業が６,１８２人、電子部品・デバイス製造業が５,３７７人と続き、この４業種で４５.７％を占め

ています。 

　製造品出荷額等では、石油製品･石炭製品製造業が９,８７０億円で最も多く、次いで化学工業が  

８,５３６億円、輸送機械器具製造業が６,３６１億円となっており、この３業種で全体の６４.２％を占めてい

ます。 

データチェック 
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５ 

２５ 

３３ 

７９ 
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１３ 
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５１ 
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４４ 
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７８ 
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３,７７０ 
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製造品出荷額等 

２３０,２７４ 

６,１１７ 

ｘ 

１,３７７ 

１,４１６ 

１０,２１９ 

１７,９２０ 
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ｘ 
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２３７,３１１ 
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５７,８２３ 
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６３６,１１２ 
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１６,５５９ 

付加価値額 

１２１,０４６ 

２,１１０ 

ｘ 

６５２ 

７１４ 

５,４９０ 

６,８３５ 

１４,４４５ 

２８６,９００ 

１４７,２２４ 

２２,２２４ 

２４６ 

ｘ 

１９,４１９ 

１４４,２６５ 

３,０３８ 

３６,７４７ 

１２０,０７６ 

３３,２２７ 

２０,６６１ 

６,３２５ 

９６,６７７ 

８,３９４ 

１１,１４８ 

（単位：百万円）（平成16年12月末日） 

（工業統計調査） 

業種別の概況（従業者4人以上の事業所） 1818 石油製品･石炭製品製造業の製造品出荷額等は3年連続第1位 



工
業

20

　平成１６年の工業統計調査の結果で、従業者の規模別の状況をみると、事業所全体の８５.２％を占
める小規模事業所（４～２９人）が製造品出荷額等では２,８２８億円と全体の７.３％に過ぎないのに対
し、事業所数で全体の１３.４％を占める中規模事業所（３０～２９９人）が製造品出荷額等では１兆１６６
億円と全体の２６.３％を占め、全事業数の１.４％に過ぎない大規模事業所（３００人以上）が製造品出
荷額等では２兆５,５８９億円と全体の６６.３％を占めています。 
　また、従業者１人当たりの製造品出荷額等をみると、小規模事業所で１,８６４万円、中規模事業所
で５,１８３万円、大規模事業所で１億２,２７８万円となり、事業所の規模が大きいほど、生産性が高くな
ることがうかがえます。 

データチェック 

（百万円） 
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従業者規模別製造品出荷額等の推移 

（単位：百万円）（各年12月末日） 

年　　　次 
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従業者1人当たりの 
製造品出荷額等 
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１４２.２１  

１８４.５２  

７６.９７ 
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３,８３５,３９３ 
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１,０１６,６２４ 

１４５,３７３ 

１４１,０９６ 

２５６,７０１ 

４７３,４５４ 

２,５５８,９２７ 

４４０,４２８ 

１,２９１,３０２ 

８２７,１９７ 

従業者数 

５９,８６６ 

１５,６３０ 

１９,６３８ 

２４,５９８ 

５５,６２７ 

１５,１７２ 

５,５８１ 

５,４６９ 

４,１２２ 

１９,６１３ 

４,０９９ 

５,２２３ 

５,８０８ 

４,４８３ 

２０,８４２ 

３,０９７ 

６,９９８ 

１０,７４７ 

事業所数 

１,９０４ 

１,６３１ 

２４３ 

３０ 

１,７７６ 

１,５１４ 

９４２ 

４０３ 

１６９ 

２３８ 

１０３ 

７５ 

４２ 

１８ 

２４ 

８ 

１１ 

５ 

従業者規模 

総数 

小規模（４～２９人） 

中規模（３０～２９９人） 

大規模（３００人以上） 

総数 

小規模事業所計 

４～９人 

１０～１９人 

２０～２９人 

中規模事業所計 

３０～４９人 

５０～９９人 

１００～１９９人 

２００～２９９人 

大規模事業所計 

３００～４９９人 

５００～９９９人 

１,０００人以上 

（工業統計調査） 

従業者規模別の概況（従業者4人以上の事業所） 1919 大規模事業所ほど高い生産性 
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　平成１６年の商業統計調査結果によると、商業事業所数（卸売業及び小売業）は、１万３２７事業所

で、前回調査（平成１４年）の１万３２４事業所とほぼ同数となっています。また、従業者数は８万５,９９８

人で、前回調査の８万４,３９６人と比べると、１,６０２人（１.９％）増加しています。年間商品販売額も  

３兆３９６億円で、前回の２兆８,２７７億円と比べると、２,１１９億円（７.５％）増加しています。 

データチェック 

平成6年 平成9年 平成11年 平成14年 平成16年 

卸売業 小売業 

0

250,000

500,000

750,000

1,000,000

1,250,000

1,500,000

1,750,000

2,000,000
（百万円） 

卸売・小売業別年間販売額の推移 

年　次 

 

事業所数 

卸売業 

小売業 

 

従業者数 

卸売業 

小売業 

 

年間商品販売額 

卸売業 

小売業 

平成６年 

事業所 

１１,８９２ 

２,０７７ 

９,８１５ 

人 

７７,２５８ 

２０,３６６ 

５６,８９２ 

百万円 

２,６３２,７０５ 

１,４７５,２１４ 

１,１５７,４９１ 

平成９年 

 

１０,９２９ 

１,８２５ 

９,１０４ 

 

７３,６３０ 

１６,９１８ 

５６,７１２ 

 

２,４８７,０５９ 

１,３８５,２４５ 

１,１０１,８１４ 

平成１１年 

 

１１,３４１ 

２,０６７ 

９,２７４ 

 

８５,３６１ 

２０,３８４ 

６４,９７７ 

 

２,７８４,１４５ 

１,６０８,７６２ 

１,１７５,３８３ 

平成１４年 

 

１０,３２４ 

１,８６６ 

８,４５８ 

 

８４,３９６ 

１９,３９６ 

６５,０００ 

 

２,８２７,６７８ 

１,６８７,４９１ 

１,１４０,１８７ 

平成１６年 

 

１０,３２７ 

１,９５５ 

８,３７２ 

 

８５,９９８ 

１９,６４１ 

６６,３５７ 

 

３,０３９,５６７ 

１,８９９,５４８ 

１,１４０,０１９ 

（商業統計調査） 

（平成11年・6年は7月1日、平成16年・14年・9年は6月1日） 

商業の推移 2020 卸売業の年間商品販売額は増加傾向 
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　卸売業は、事業所数１,９５５事業所、従業者数１万９,６４１人、年間商品販売額１兆８,９９５億円となって
います。 
　事業所数を業種別にみると、最も多いのは「食料・飲料卸売業」２７２事業所で、次いで「農畜産物･
水産物卸売業」２５９事業所、「建築材料卸売業」２１３事業所の順となっており、この３業種で全体の 
３８.１％を占めています。 
　従業者数で最も多いのは「農畜産物･水産物卸売業」２,９４０人で、次いで「電気機械器具卸売業」
２,９０９人、紙・紙製品卸売業や金物卸売業などの「他に分類されない卸売業」２,４７９人となっており、
この３業種で全体の４２.４％を占めています。 
　また、年間商品販売額は、「電気機械機具卸売業」が４,２４９億円で最も多く、次いで「農畜産物・
水産物卸売業」２,７６８億円、「食料・飲料卸売業」が１,４３２億円となっています。 

データチェック 

電気機械器具 農畜産物・水産物 食料・飲料 鉱物・金属材料 その他の機械器具 
0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

（百万円） 

卸売上位5業種の年間販売額（平成１６年） 

産業（小分類）別 年間商品販売額 

卸 売 業 計  
 
各 種 商 品  
繊 維 品  
衣 服 ・ 身 の 回 り 品  
農 畜 産 物 ・ 水 産 物  
食 料 ・ 飲 料  
建 築 材 料  
化 学 製 品  
鉱 物 ・ 金 属 材 料  
再 生 資 源  
一 般 機 械 器 具  
自 動 車  
電 気 機 械 器 具  
そ の 他 の 機 械 器 具  
家 具 ・建 具・じ ゅ う 器 等  
医 薬 品 ・ 化 粧 品  
他 に 分 類 さ れ な い 卸 売 業  

１,８９９,５４８ 
 
x 
x 
x 

２７６,７９４ 
１４３,１８０ 
６８,０５７ 
６６,２１７ 
８７,２６７ 
２８,１９５ 
５４,８６２ 
６５,２１７ 
４２４,８６３ 
７８,８５８ 
２０,６６７ 
７４,８１８ 

x

（商業統計調査） 

（単位：百万円）（平成16年6月1日） 

従業者数 

１９,６４１ 
 

９３ 
１１ 
５１０ 
２,９４０ 
２,２９４ 
１,５５７ 
１,０２４ 
９８３ 
６２７ 
１,２１１ 
９２９ 
２,９０９ 
８８２ 
５０６ 
６８６ 
２,４７９ 

事業所数 

１,９５５ 
 
８ 
４ 
７８ 
２５９ 
２７２ 
２１３ 
８２ 
１０９ 
９９ 
１５９ 
１１７ 
１４３ 
６７ 
７３ 
６１ 
２１１ 

卸売業の概況 2121 「電気機械器具」の卸売年間販売額が4,000億円を上回る 
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 卸売業を区別にみると、事業所が集中する川崎区、南部市場がある幸区と北部市場がある宮前区

で事業所数及び従業者数の上位３位までを占めています。しかし、年間商品販売額は幸区が６,６７８

億円と最も多く、次いで川崎区、中原区となっています。 

　次に市内全体をみると、事業所数について３００店以上を有する区は川崎区及び宮前区で、この２

区で全体の４９.５％（９６８事業所）を占めています。従業者数についてはこの２区に幸区を加えた３

区が３,０００人以上の従業者を有し、全体の７１.０％（１万３,９４７人）を占めています。年間商品販売額

で４千億円以上の販売額をあげているのは幸区と川崎区の２区で、全体の５９.７％（１兆１,３３５億円）

を占めています。 

データチェック 

高津区 
5%

宮前区 
16%

麻生区 1%

多摩区 1%

川崎区 
25%

幸区 
35%

中原区  
17%

区別卸売業の年間商品販売額（平成１６年） 

区　　別 年間商品販売額 

川 崎 市  

 

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

１,８９９,５４８ 

 

４６５,７０３ 

６６７,８２１ 

３２５,７５９ 

９３,０４３ 

２９４,９３９ 

２６,２９２ 

２５,９９１ 

（商業統計調査） 

（単位：百万円）（平成16年6月1日） 

従　業　者　数 

１９,６４１ 

 

６,５１５ 

３,６４３ 

２,４０５ 

２,０１３ 

３,７８９ 

６９５ 

５８１ 

事　業　所　数 

１,９５５ 

 

５８２ 

２９５ 

２３５ 

２３３ 

３８６ 

１３５ 

８９ 

区別の卸売業 2222 年間商品販売額は幸区が6,000億円を超え第1位 



商
業

24

　小売業は、商店数８,３７２店、従業者数６万６,３５７人、年間商品販売額１兆１,４００億円となっています。 

　商店数を業種別にみると、最も多いのは「飲食料品小売業」３,２７２店で、次いで医薬品･化粧品

小売業や書籍･文具小売業などの「その他の小売業」２,７１８店、「織物･衣服･身の回り品小売業」   

１,１５５店の順となっており、この３業種で全体の８５.３％を占めています。 

　従業者数でも、「飲食料品小売業」が３万３,１５９人で最も多く、次いで「その他の小売業」が１万   

６,７６７人、「織物・衣服・身の回り品小売業」が５,２７０人となっています。 

　また、年間商品販売額では、「飲食料品小売業」が４,４０９億円で最も多く、次いで「その他の小売

業」２,７６４億円、「自動車・自転車小売業」１,１５８億円となっています。 

  百貨店や総合スーパー等の大型店を含む「各種商品小売業」は商店数では全体の０.３％の２３店

ですが、年間商品販売額は１,１３５億円と全体の１０.０％を占めています。 

データチェック 

各
種
商
品 

織
物 

衣
服 

身
の
回
り
品 

飲
食
料
品 

自
動
車 

自
転
車 

家
具 

じ
ゅ
う
器 

家
庭
用
機
械
器
具 

そ
の
他
の
小
売
業 

0
50,000
100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
350,000
400,000
450,000
500,000
（百万円） 

小売業の業種別の年間商品販売額（平成１６年） 

産業（中分類）別 年間商品販売額 

小 売 業 計  

 

各 種 商 品  

織 物・衣 服・身 の 回 り 品  

飲 食 料 品  

自 動 車 ・ 自 転 車  

家 具・じゅう 器・機 械 器 具  

そ の 他 の 小 売 業  

１,１４０,０１９ 

 

１１３,５１７ 

８５,４００ 

４４０,８６１ 

１１５,８３６ 

１０８,０４２ 

２７６,３６４ 

（商業統計調査） 

（単位：百万円）（平成16年6月1日） 

従　業　者　数 

６６,３５７ 

 

３,４８０ 

５,２７０ 

３３,１５９ 

３,３５０ 

４,３３１ 

１６,７６７ 

商　店　数 

８,３７２ 

 

２３ 

１,１５５ 

３,２７２ 

４５９ 

７４５ 

２,７１８ 

小売業の概況 2323 年間商品販売額は4,000億円を超えた「飲食料品小売業」が第１位 



商
業

25

　小売業は日常生活と密接な関係にあり、居住地との関連からも商店は概ね各区に散在していま

す。商店数では、川崎区が２,２８７店と最も多く、次いで中原区の１,６０３店、多摩区の１,０７４店と続い

ています。 

　従業者数では、川崎区の１万６,２９６人、中原区の１万９４３人、高津区の９,２３３人と続き、年間商品販

売額では、川崎区の２,９０１億円、高津区の１,８０９億円、宮前区の１,７０１億円となっていて、この３区で

総額の５６.２%を占めています。 

　また、市内で最大の繁華街といえる「川崎駅前本町」と「小川町」を含む川崎区では、商店数で

全体の２７.３％、従業者数で２４.６％、年間商品販売額では２５.４％を占めています。 

データチェック 

川崎区 
25%

中原区  
14%

幸区 
9%

高津区 
16%

麻生区 
10%

多摩区 
12%

宮前区 
15%

区別小売業の年間商品販売額（平成１６年） 

区　　別 年間商品販売額 

川 崎 市  

 

川 崎 区  

幸 　 区  

中 原 区  

高 津 区  

宮 前 区  

多 摩 区  

麻 生 区  

１,１４０,０１９ 

 

２９０,０５２ 

９６,９８３ 

１５５,３８２ 

１８０,９４６ 

１７０,１０２ 

１３１,７０７ 

１１４,８４６ 

（商業統計調査） 

（単位：百万円）(平成16年6月1日） 

従　業　者　数 

６６,３５７ 

 

１６,２９６ 

６,４１７ 

１０,９４３ 

９,２３３ 

８,１８３ 

８,３６６ 

６,９１９ 

商　店　数 

８,３７２ 

 

２,２８７ 

９７０ 

１,６０３ 

１,０３２ 

７３５ 

１,０７４ 

６７１ 

区別の小売業 2424 年間商品販売額は川崎・高津・宮前の3区で全体の約6割 
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　平成１６年の大型小売店の概況は、店舗数８０店舗、売場面積３０万８,３１８平方メートル、従業者数   

７,５６０人、年間商品販売額２,７９３億円となっています。  

　年間商品販売額の内訳をみると、「食料品」が１,３６１億円（年間商品販売総額の４８.７％）で最も

多く、次いで医薬品や書籍等の「その他の商品」３９４億円、「婦人・子供服・洋品」３４２億円となって

います。  

　また、「家庭用電気製品」は２３１億円で年間商品販売総額の割合では８.３％ですが、前年比８０.９

％と大幅に増加しています。 

データチェック 

平成14年 平成15年 平成16年 
72

74

76

78

80

82

2,600

2,650

2,700

2,750

2,800

2,850
（店） （億円） 

年間商品販売額 店舗数 

店舗数と販売額の推移 

項　　目 平成１６年 

店 舗 数   

売 場 面 積   

従 業 者 数   

年 間 商 品 販 売 額   

紳 士 服 ・ 洋 品  

婦 人 ・ 子 供 服 ・ 洋 品  

そ の 他 の 衣 料 品  

身 の 回 り 品  

食 料 品  

家 具  

家 庭 用 電 気 製 品  

家 庭 用 品  

そ の 他 の 商 品  

食 堂 ・ 喫 茶  

サ ー ビ ス 料 金 収 入  

８０ 

３０８,３１８ 

７,５６０ 

２７９,３２７ 

１１,９１０ 

３４,２１１ 

５,４１８ 

１１,１１６ 

１３６,１３２ 

７,０９９ 

２３,０８２ 

６,８８９ 

３９,４３１ 

２,６８１ 

１,３５８ 

（神奈川県大型小売店統計調査） ＊店舗数、売場面積、従業者数は年末の数値。 
＊大型小売店とは個々の店舗の売場面積が1,000㎡を超える小売店である。 

（単位：平方メートル、百万円） 

平成１５年 

８０ 

３０８,５０９ 

７,４２３ 

２７６,４４２ 

１３,６６６ 

３８,０４８ 

６,２３４ 

１３,０３３ 

１３３,６９９ 

８,０９６ 

１２,７５８ 

７,６３３ 

３９,０９７ 

２,９７７ 

１,２００ 

平成１４年 

７４ 

３２１,９２９ 

６,８７３ 

２７０,８８６ 

１４,６９４ 

３８,４８０ 

６,２８２ 

１３,８３９ 

１２８,７８８ 

８,６２９ 

７,６０４ 

８,１８２ 

３９,８８４ 

３,２７５ 

１,２２８ 

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳 

大型小売店の概況 2525 年間商品販売額は増加傾向 
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　事業所数では、一般飲食店が３,４２２事業所（総数の２３.８％）で最も多く、次いで、洗濯・理容・美容・

浴場業が２,９６２事業所（同２０.６％）、不動産賃貸業・管理業が２,４９５事業所（同１７.３％）となっており、

この３業種で６割以上を占めています。また、従業者数でも一般飲食店が２万９,０１３人（総数の２４.４

％）と最も多く、次いでビルメンテナンス業、労働者派遣業等のその他の事業サービス業が１万  

６,３９２人（同１３.８％）となっています。 

　事業収入金額についてみると、１,０００億円を超える業種は、娯楽業の３,１６９億円を筆頭に、一般

飲食店１,７４３億円、学術・開発研究機関１,５８２億円、不動産賃貸業・管理業１,４８６億円、その他の事

業サービス業１,３４６億円で、この５業種で６５.１％を占めています。 

　また、１事業所当たりの収入に対する経費の比率は、調査対象産業全体で９１.２％となっています。 

業種別では学術・開発研究機関が１６４.６％で最も高く、宿泊業が７３.３％と最も低くなっています。 

データチェック 

産業（中分類）別 

調 査 対 象 産 業  

 

映像・音声・文字情報制作業 

不 動 産 賃 貸 業・管 理 業  

一 般 飲 食 店  

宿 泊 業  

医 療 業  

保 健 衛 生  

社会保険・社会福祉・介護事業 

その他の教育、学習支援業 

協同組合（他に分類されないもの） 

専門サービス業（他に分類されないもの） 

学 術 ・ 開 発 研 究 機 関  

洗 濯 ･ 理 容・美 容・浴 場 業  

その他の生活関連サービス業 

娯 楽 業  

廃 棄 物 処 理 業  

自 動 車 整 備 業  

機 械 等 修 理 業  

物 品 賃 貸 業  

広 告 業  

そ の 他の事業サ ービス業  

政 治・経 済・文 化 団 体  

宗 教  

そ の 他 の サ ー ビ ス 業  

事業所数 

１４,４０４ 

 

２１ 

２,４９５ 

３,４２２ 

３６０ 

５５３ 

１ 

１７４ 

９７９ 

－ 

１,０３１ 

３７ 

２,９６２ 

３９５ 

５２７ 

９９ 

３２１ 

２６８ 

２１９ 

３６ 

４９８ 

－ 

１ 

５ 

従業者数 

１１８,７９５ 

 

３４４ 

５,６８６ 

２９,０１３ 

２,７１７ 

１,９１７ 

３ 

３,７２４ 

８,０４０ 

－ 

８,２８９ 

１１,８８１ 

１１,２３０ 

２,３４２ 

６,８９０ 

１,３１２ 

１,５３９ 

４,１８４ 

２,６９６ 

５８１ 

１６,３９２ 

－ 

２ 

１３ 

収入金額  
（百万円） 

１,４３２,６８９ 

 

２,３８３ 

１４８,５８６ 

１７４,２７１ 

２３,６６２ 

X 

X 

１５,９１２ 

４８,８９４ 

－ 

８８,７９６ 

１５８,１７２ 

８５,１７４ 

２７,１８７ 

３１６,９００ 

３７,６１２ 

１５,２１７ 

８５,２７１ 

５０,１７５ 

１２,１１１ 

１３４,５６７ 

－ 

X 

X

経費総額  
（百万円） 

１,３０６,０３２ 

 

X 

１１２,７９２ 

１３４,９６４ 

１７,３４８ 

X 

X 

X 

３７,３９６ 

－ 

７２,５２５ 

２６０,３６９ 

６２,７９０ 

２２,４７９ 

２９５,３２６ 

X 

１２,５７６ 

６４,９０１ 

３８,２５１ 

９,７９１ 

１１１,４４８ 

－ 

X 

１６ 

収入金額 
（万円） 

９,９０４ 

 

１１,３４８ 

５,９５５ 

５,０６２ 

６,５７３ 

X 

X 

９,２８８ 

４,９９４ 

－ 

８,６１３ 

４２７,４９２ 

２,８７６ 

６,８８３ 

５９,７１２ 

３８,２５３ 

４,７４１ 

３１,８１８ 

２２,９１１ 

２８,８３６ 

２７,０２２ 

－ 

X 

X

経費総額 
（万円） 

1事業所当たり 

９,０３３ 

 

X 

４,５２１ 

３,９１０ 

４,８１９ 

X 

X 

X 

３,８２０ 

－ 

７,０３４ 

７０３,７００ 

２,１２０ 

５,６９１ 

５５,６１６ 

X 

３,９１８ 

２４,２１７ 

１７,４６６ 

２４,３８７ 

２２,３７９ 

－ 

X 

３１７ 

収入に対する  
経費の比率 

９１.２% 

 

X 

７５.９% 

７７.２% 

７３.３% 

X 

X 

X 

７６.５% 

－ 

８１.７% 

１６４.６% 

７３.７% 

８２.７% 

９３.１% 

X 

８２.６% 

７６.１% 

７６.２% 

８４.６% 

８２.８% 

－ 

X 

X

（平成16年6月1日） 

（サービス業基本調査） ＊社団法人、財団法人等の「会社以外の法人」、後援会、学会等の「法人でない団体」は除く。 

産業別サービス業の概況［個人及び会社］ 2626 事業収入金額は娯楽業が第1位 
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　川崎港における平成１６年中の海運貨物の取扱い量は輸移出総量は２,８１１万トン、輸移入総量は

６,５５０万トンとなっています。 

　品目別にみると、輸移出では、化学工業品が１,７８８万トン（構成比６３.６％）で最も多く、次いで金

属機械工業品６６２万トン（同２３.５％）、特殊品２５０万トン（同８.９％）の順となっています。 

　また、輸移入では、原油を扱う鉱産品が３,８０１万トン（同５８.０％）と最も多く、次いで化学工業品

２,１９９万トン（同３３.６％）、金属機械工業品３１４万トン（同４.８％）となっています。 

　前年と比べると、輸移出では林産品が前年比２５５.１％であるものの、２万３,５００トンの増加でしか

なく、化学工業品や鉱産品など４品目で９３万７,０００トン減少しました。輸移入でも、林産品が前年比

６.６％で３万１,８００トン増加したものの、化学工業品など５品目で２０９万６,０００トン減少しました。 

データチェック 

特殊品 農水産品 鉱産品 金属機械工業品 化学工業品 
0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

（トン） 

輸移出 

輸移入 

主な輸移出・輸移入貨物（平成１６年） 

品　名　別 

総 量  

農 水 産 品  

林 産 品  

鉱 産 品  

金 属 機 械 工 業 品  

化 学 工 業 品  

軽 工 業 品  

雑 工 業 品  

特 殊 品  

分 類 不 能 の も の 

（単位：トン） 

平成１５年 

輸移出 

２９,０００,５１２ 

１３７,９２８ 

９,２２０ 

１,０４０,１４３ 

６,５９４,３６０ 

１８,５６８,５３２ 

１３７,６２１ 

１６,３８９ 

２,４９６,３１９ 

－ 

輸移入 

６７,３２６,１２１ 

１,４２６,５５６ 

４７９,１９０ 

３７,７７８,４０８ 

３,１３７,９７３ 

２３,８２８,６６９ 

３１５,３２２ 

１２６,４０６ 

２３３,５７２ 

２５ 

平成１６年 

輸移出 

２８,１０９,０７２ 

１３８,４４１ 

３２,７３６ 

８６９,０１３ 

６,６１５,３７０ 

１７,８８２,２５８ 

６８,３４１ 

６,２９７ 

２,４９６,６１６ 

－ 

輸移入 

６５,５０４,８４９ 

１,３３８,０９６ 

５１０,９９５ 

３８,０１４,８１０ 

３,１４４,５１４ 

２１,９８５,２０９ 

２４６,３６０ 

９０,１７９ 

１７４,６８６ 

－ 

海上貨物 2727 輸移出、輸移入ともに減少 
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　川崎市の台所として、青果、水産、花きを取り扱う南部市場と北部市場が運営されています。 

　平成１７年中の取扱量は、両市場合わせて青果が９.４万トン、水産物が７.１万トンとなっており、青

果と水産物を合わせた総量は、１６.５万トン（前年比１.７％減）となっています。 

　種類別では、野菜が７.４万トン（同０.９％増）で最も多く、以下、加工水産物３.２万トン（同２.５％減）、 

生鮮水産物２.４万トン（同５.７％減）、果実２.０万トン（同５.３％増）、冷凍水産物１.５万トン（同１３.２％

減）となっています。 

　花きの取り扱い金額は、３５億４,２４４万円となっており、前年より２億３,６００万円の減少となりました。 

データチェック 

平成15年 平成16年 平成17年 

（トン） （億円） 

金額 数量 

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

600

650

750

総取扱量と金額の推移 

700

（単位：トン、千円） 

種　類　別 

総数 

青果 

野菜 

果実 

水産物 

生鮮水産物 

冷凍水産物 

加工水産物 

 

花き 

数　量 

平成１５年 平成１６年 

１７５,８９４ 

１００,０４０ 

７９,４１７ 

２０,６２３ 

７５,８５４ 

２７,２１６ 

１５,７３６ 

３２,９０１ 

 

５８,６４６ 

金　額 

７２,３８８,０９７ 

２０,７０８,５３０ 

１５,６４３,０４７ 

５,０６５,４８３ 

５１,６７９,５６７ 

１６,９０３,３６２ 

１４,１５７,９４２ 

２０,６１８,２６４ 

 

３,９３５,７９７ 

数　量 

１６８,２６５ 

９２,８０４ 

７３,６８２ 

１９,１２２ 

７５,４６１ 

２５,６５４ 

１７,２２９ 

３２,５７８ 

 

５６,４９５ 

金　額 

平成１７年 

７２,４０９,６６６ 

２０,４４９,５７１ 

１５,１８９,０６２ 

５,２６０,５１０ 

５１,９６０,０９５ 

１６,５５３,４１３ 

１４,７１２,４１９ 

２０,６９４,２６２ 

 

３,７７８,４３９ 

数　量 

１６５,３７７ 

９４,４６９ 

７４,３４１ 

２０,１２８ 

７０,９０８ 

２４,２０１ 

１４,９４７ 

３１,７６０ 

 

５４,９０２ 

金　額 

６９,８４９,６５０ 

１９,５７０,３２７ 

１４,３０３,２７１ 

５,２６７,０５６ 

５０,２７９,３２３ 

１６,１６２,２４５ 

１４,０９８,２４７ 

２０,０１８,８３０ 

 

３,５４２,４４０ 

＊川崎市中央卸売市場（南部市場及び北部市場）における取扱高。花きの数量の単位は1000（本・束・個）である 

中央卸売市場 28 総取扱量、金額ともに減少 28
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　平成１７年中の事業所（５人以上）で働く常用労働者の賃金及び労働時間の状況をみると、１人当
りの平均現金給与額は調査産業平均で３６万７,１４４円で、前年に比べ１.４％の増加となりました。 
　産業別にみると、「不動産業」が前年比４.７％減、「卸売・小売業」が同０.７％減、「金融･保険業」
が同０.４％減少しています。なお、郵便局や協同組合の「複合サービス業」は前年比で１０.０％増加
しています。 
　次に総労働実時間をみると、常用労働者１人１か月当りの調査産業平均は前年より０.２時間多く、
１４６.２時間でした。 
産業別にみると、「運輸業」が１７９.５時間と最も長く、次いで「建設業」が１７９.４時間、「不動産業」
が１６７.１時間となっています。また、昨年より総労働実時間が短くなったのは、「製造業」、「金融・
保険業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」及び「不動産業」となっています。 

データチェック 

平
成
17
年 

調
査
産
業
平
均 

建
設
業 

電
気
・
ガ
ス
・ 

熱
供
給
・
水
道
業 

情
報
通
信
業 

運
輸
業 

卸
売
・
小
売
業 

金
融
・
保
険
業 

不
動
産
業 

飲
食
店
、
宿
泊
業 

医
療
、
福
祉 

教
育
、
学
習
支
援 

複
合
サ
ー
ビ
ス
業 

サ
ー
ビ
ス
業 

（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
） 

製
造
業 

100

120

140

160

180

200
（時間） 

産業別1人1か月当りの労働時間（平成１７年） 

産　業　別 総労働 
実時間 

所定内 
労働時間 

所定外 
労働時間 

対前年 
増減率（％） 定期給与 

うち所定内 
給与 特別給与 

労　働　時　間 労　働　賃　金 

平成１７年調査産業平均 

建設業 

製造業 

電気・ガス・熱供給･水道業 

情報通信業 

運輸業 

卸売・小売業 

金融・保険業 

不動産業 

飲食店、宿泊業 

医療、福祉 

教育、学習支援 

複合サービス業 

サービス業（他に分類されないもの） 

１４６.２  

１７９.４  

１６１.５  

１５４.２  

１６６.３  

１７９.５  

１２３.９  

１５４.３  

１６７.１  

１１６.９  

１３２.７  

１２３.９  

１３５.０  

１５２.１ 

１３３.８  

１６１.５  

１４５.０  

１３８.２  

１４４.２  

１５２.５  

１１７.６  

１４１.８  

１５１.６  

１０８.１  

１２６.４  

１１９.７  

１２３.３  

１３９.８ 

１２.４  

１７.９  

１６.５  

１６.０  

２２.１  

２７.０  

６.３  

１２.５  

１５.５  

８.８  

６.３  

４.２  

１１.７  

１２.３ 

２.６ 

３.６ 

０.８ 

２.３ 

４.１ 

６.５ 

▲ ０.７ 

▲ ０.４ 

▲ ４.７ 

２.６ 

０.３ 

１.２ 

１０.０ 

５.１ 

２９６,６７３ 

３５９,９７８ 

３５０,６９５ 

５０９,５２２ 

３６７,１３６ 

３４９,６０８ 

２０４,１１３ 

３５９,０５６ 

３６６,１３２ 

１４４,１３１ 

２６４,６８９ 

３４１,８２１ 

２６０,４２１ 

３２５,２９６ 

２７１,７０１ 

３３５,０８５ 

３１２,９５１ 

４３２,７８９ 

３２３,６６６ 

２９２,２８６ 

１９４,１２１ 

３３３,６００ 

３３２,０７５ 

１３６,２０８ 

２４４,３１０ 

３３７,５８６ 

２４２,２９３ 

２９９,３２４ 

７０,４７１ 

４４,６４５ 

９７,３３６ 

１６３,８３０ 

１２２,２１２ 

５６,３９８ 

３１,０２９ 

９７,７０４ 

１０５,０７７ 

９,５３９ 

６３,３２６ 

１１０,９１８ 

８６,４６７ 

８７,３０７ 

（神奈川県毎月勤労統計調査平成1７年速報） ＊神奈川県下の常用労働者5人以上の事業所 

現金給与総額 

３６７,１４４ 

４０４,６２３ 

４４８,０３１ 

６７３,３５２ 

４８６,３４８ 

４０６,００６ 

２３５,１４２ 

４５６,７６０ 

４７１,２０９ 

１５３,６７０ 

３２８,０１５ 

４５２,７３９ 

３４６,８８８ 

４１２,６０３ 

賃金・労働時間 2929 平均給与は36万7千円に増加 
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　平成１６年度中の市内の一般雇用保険の給付状況をみると、受給資格決定件数は１万９,７９０件（前

年度比１０.０％減）、給付実人員は７万１,８５７人（同２２.６％減）でした。 

　雇用保険金支給額は、１０３億５,３２３万円（前年度比３２.２％減）、１人平均支給額は１４万４,０８１円（同

１２.３％減）、初回受給者は１万６,１０９人（同１５.１％減）となりました。 

データチェック 

平成16年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 
0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

（人） 

一般雇用保険給付実人員の推移 

年　度 

 

平成１２年度 

１３年度 

１４年度 

１５年度 

１６年度 

受給資格 
決定件数 

件 

２２,７５７ 

２５,００９ 

２５,１７９ 

２１,９７９ 

１９,７９０ 

初回 
受給者数 

人 

１９,３４３ 

２１,７３４ 

２２,１８０ 

１８,９７２ 

１６,１０９ 

雇用保険金 
支給額 

千円 

１９,３２５,４１９ 

１９,８６７,９３８ 

２０,３２０,３２０ 

１５,２６６,９０９ 

１０,３５３,２３０ 

給付実人員 

人 

１１０,０３２ 

１１４,４９０ 

１１５,１３８ 

９２,８８５ 

７１,８５７ 

1人平均 
支給額 

円 

１７５,６３５  

１７３,５３４  

１７６,４８７  

１６４,３６４  

１４４,０８１ 

＊神奈川県労働局職業安定部職業安定課 

一般雇用保険 3030 すべての項目で引続き減少傾向 
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　平成１６年中の市内の職業紹介状況をみると、新規求人数は５万３,５３９人で前年より３,９７２人（８.０

％）増加しました。 

　また、新規求職者は４万７,８２２人で前年より２,２３２人（４.５%）減少となり、新規求人倍率は、前年

より０.１３ポイント増加して１.１２倍となりました。 

　年間求人数は１４万６,２８５人（前年比８.２％増）、年間求職者数は２１万２,１６９人（同９.３％減）で、年

間求人倍率は０.６９倍となり前年より０.１１ポイント上昇しました。 

データチェック 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

（人） 

平成16年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 

年間求職者数 年間求人数 

一般職業紹介状況 

年　次 
 

平成１２年 

１３年 

１４年 

１５年 

１６年 

新規求職 
申込件数 

４５,９４１ 

４７,２９７ 

５１,７１１ 

５０,０５４ 

４７,８２２ 

新規求人数 

４１,１４９ 

４６,１３４ 

４６,９２６ 

４９,５６７ 

５３,５３９ 

新規求人倍率 

０.９０  

０.９８  

０.９１  

０.９９  

１.１２ 

年間求職者数 

２３９,９００ 

２３９,７０８ 

２５７,６８９ 

２３３,８８８ 

２１２,１６９ 

年間求人数 

１０９,９９４ 

１２８,４３８ 

１２６,０３０ 

１３５,１５２ 

１４６,２８５ 

年間求人倍率 

０.４６  

０.５４  

０.４９  

０.５８  

０.６９ 

＊神奈川県労働局職業安定部職業安定課 

一般職業紹介状況 3131 年間求人倍率は0.69、低水準続く 
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　平成１５年度の市内総生産は４兆７,０４５億円で、対前年度比は２.７％増と２年連続でプラス成長と
なりました。１４年度に引続きマイナス成長している産業やプラス成長からマイナス成長に転じた
産業があるなかで、鉱業が１４年度の６２.８％減から６.８％増に、建設業が１７.３％減から３.３％増に転
じたことが、１５年度もプラス成長を続けられた要因として挙げられます。 
　次に、産業別に構成比をみると、製造業が２６.５％から２７.６%に増加し最も高くなっています。時
系列でみて本市における製造業の占める割合は年々減少してきていましたが、１４年度に引続き２
年連続で増加となりました。 

データチェック 

平成14年度 

平成15年度 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

農林水産業 卸売・小売業 

サービス業 政府サービス生産者 対家計民間非営利サービス生産者 

金融・保険業 

不動産業 運輸・通信業 

鉱業 製造業 建設業 電気・ガス・水道業 

市内総生産の経済活動別構成比 

（単位：百万円、％） 

項　　　　　目 

１産　　　業 
農林水産業 

鉱業 
製造業 
建設業 

電気・ガス・水道業 
卸売・小売業 
金融・保険業 
不動産業 

運輸・通信業 
サービス業 

２政府サービス生産者 
電気・ガス・水道業 

サービス業 
公務 

３対家計民間非営利 
サービス生産者 

小　　計 
輸入品に課される税・関税 
（控除）総資本形成に係る消費税 
（控除）帰属利子 

市　内　総  生  産 

平成１４年度 

金　　　額 対前年度増加率 

４,３５２,８８０ 
２,２４４ 
１３９ 

１,２１３,１２３ 
１９９,７９３ 
１４７,８６４ 
３５１,９５８ 
２０８,４８４ 
８６４,４５２ 
３２１,８１４ 
１,０４３,０１０ 

３０６,２４１ 
６３,６１２ 
８７,１５６ 
１５５,４７３ 

７２,４０４ 
 

４,７３１,５２５ 
２７,９４３ 
２７,３３１ 
１５０,２８１ 
４,５８１,８５６ 

平成１５年度 

４,４７７,２０８ 
２,１５８ 
１４８ 

１,２９８,１９５ 
２０６,４７８ 
１４３,６４１ 
３２５,７１２ 
２１１,３２９ 
８４２,７７９ 
３２７,５６５ 
１,１１９,２０２ 

２９７,８９５ 
６１,８０１ 
８５,６５７ 
１５０,４３７ 

７０,９６９ 
 

４,８４６,０７２ 
２９,７３５ 
２８,８５７ 
１４２,４７６ 
４,７０４,４７４ 

平成１４年度 

０.２ 
▲ ３.４ 
▲ ６２.８ 
２.４ 

▲ １７.３ 
▲ ２.５ 
▲ ０.７ 
１.０ 
３.４ 

▲ １.２ 
０.２ 

▲ １.４ 
▲ ２.０ 
０.１ 

▲ ２.０ 

２.７ 
 

０.１ 
▲ １.１ 
▲ ０.５ 
▲ ２.１ 
０.２ 

平成１５年度 

構　成　比 

２.９ 
▲ ３.８ 
６.８ 
７.０ 
３.３ 

▲ ２.９ 
▲ ７.５ 
１.４ 

▲ ２.５ 
１.８ 
７.３ 

▲ ２.７ 
▲ ２.８ 
▲ １.７ 
▲ ３.２ 

▲ ２.０ 
 

２.４ 
６.４ 
５.６ 

▲ ５.２ 
２.７ 

平成１４年度 

９５.０ 
０.０ 
０.０ 
２６.５ 
４.４ 
３.２ 
７.７ 
４.６ 
１８.９ 
７.０ 
２２.８ 

６.７ 
１.４ 
１.９ 
３.４ 

１.６ 
 

１０３.３ 
０.６ 
０.６ 
３.３ 

１００.０ 

平成１５年度 

９５.２ 
０.０ 
０.０ 
２７.６ 
４.４ 
３.１ 
６.９ 
４.５ 
１７.９ 
７.０ 
２３.８ 

６.３ 
１.３ 
１.８ 
３.２ 

１.５ 
 

１０３.０ 
０.６ 
０.６ 
３.０ 

１００.０ 

経済活動別市内総生産 3232 製造業のプラスが続く 
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　大正１０年に１日給水能力３,３２０立方メートルで誕生した本市の水道事業は、給水を開始して以来、

市域の拡大、人口の急増、産業活動の進展等による水需要の増大に伴い、数次の拡張事業等の施

行により、平成１８年４月現在の給水能力は１日９８万９,９００立方メートルとなりました。        

　平成１６年度の給水栓数は７０万６,９０６栓、年間総配水量は１億７,６２９万立方メートルとなっていま

す。最近の水需要は、人口は増加しているものの、節水意識の浸透などにより家事用等は横ばい若

しくは微減の傾向にあり、大口使用については、産業構造の変化､回収水の再利用等の影響もあり

減少の傾向にあるため、全体的には逓減の状況にあります。 

データチェック 

平成16年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 
174,500

175,000

175,500

176,000

176,500

177,000

177,500

178,000

178,500

179,000

179,500
（千立方メートル） 

年間総配水量の推移 

年　度 

 

平成１２年度 

１３年度 

１４年度 

１５年度 

１６年度 

給水世帯数 

世帯 

５４６,０３０ 

５６０,３７８ 

５７１,４６５ 

５８２,０６０ 

５９０,４５５ 

給水人口 

人 

１,２５４,０３３ 

１,２７０,８３７ 

１,２８４,８１８ 

１,２９７,７５７ 

１,３０８,１８６ 

給水栓数 

栓 

６４７,５７１ 

６６１,２９５ 

６７６,１８０ 

６９１,９８７ 

７０６,９０６ 

総　量 

配　水　量 

千立方メートル 

１７９,０３４ 

１７８,３２９ 

１７８,２７５ 

１７６,７９０ 

１７６,２９４ 

１日最大 

千立方メートル 

５４９ 

５５４ 

５４９ 

５３１ 

５３６ 

1日最小 

千立方メートル 

４０３ 

３９１ 

３８９ 

３９４ 

４０９ 

水道 3333 年間総配水量は減少傾向 
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　平成１６年度中の本市の下水道処理区域面積は１０,４７２haで、下水管延長２,８５９km、４ヵ所の処理

場での処理水量は２億４８２万立方メートルでした。 

　水洗化件数は、５７万３,６２０件で、平成１６年度末の水洗普及率（水洗化件数／水洗化可能件数）は

９８.３％でした。 

データチェック 

平成16年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 
500,000

510,000

520,000

530,000

540,000

550,000

560,000

5700,00

580,000

（件） 

水洗化数の推移 

年　　度 

平成１２年度 

１３年度 

１４年度 

１５年度 

１６年度 

処理区域 
ha

１０,２７０ 

１０,３２２ 

１０,３８７ 

１０,４３９ 

１０,４７２ 

下水処理場 
箇所 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

下水管延長 
㎞ 

２,７５６ 

２,７７４ 

２,７９５ 

２,８２９ 

２,８５９ 

下水道使用数 
件 

５６９,４２０ 

５８７,０２７ 

６００,２７６ 

６０１,０８２ 

６１３,５０４ 

水洗化数 
件 

５１８,６０６ 

５３１,２３９ 

５４３,５５９ 

５６２,９６０ 

５７３,６２０ 

処理下水量 
千立方メートル 

２０１,７２０ 

２０１,３１７ 

２０２,８２１ 

２０２,０７７ 

２０４,８２４ 

下水道 3434 水洗普及率（水洗化件数／水洗化可能件数）は98%を超える 
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　平成１６年度の乗車人員は、前年度に比べて約１,０８０万人（３０.６％）増の４,６０７万人となりました。

大幅に増加した理由は、特別乗車証での乗車人員を定期乗車人員に、高齢者外出支援事業での乗

車人員を定期外乗車人員に加算したことによるものです。 

　従前の枠組では、約４８万人（１.４％）の減となり、定期・定期外に区分すると、定期は約２４万人  

（３.８％）の減、定期外も約２４万人（０.８％）の減となりました。定期についての減少率は改善したも

のの、依然として減少傾向にあり、定期外については２年ぶりに減少となりました。 

　こうした中で、「人と環境にやさしいバス」をめざし、導入車両全てを人に優しいノンステップバ

スとし、その結果、１６年度末には乗合用３２８両のうち７７両（２３.５％）がノンステップ車輌となりまし

た。また、ＣＮＧ（圧縮天然ガス）バスの導入やディーゼル車排出ガス対策等の環境対策､運行面や

施設面での利便性向上策など数々の諸施策を実施しました。 

データチェック 

平成16年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 
96,000

100,000

104,000

108,000

112,000

116,000

120,000

124,000

128,000

（人） 

市バス1日平均乗車人員の推移 

年　　度 

平成１２年度 

１３年度 

１４年度 

１５年度 

１６年度 

営業キロ 

２２３.４８ 

２２５.４５ 

２２１.１７ 

２２１.９５ 

２０１.４９ 

在籍車両数 

３５８ 

３５８ 

３５３ 

３５３ 

３２８ 

総　数 

乗   車   人   員 

３７,３０９,２１６ 

３６,３７９,６４６ 

３５,３９４,７６４ 

３５,２６９,９２３ 

４６,０６５,１７３ 

定　期 

８,２５７,０５３ 

７,５９４,２９８ 

６,７３７,０７０ 

６,３１６,５９８ 

１４,３４４,５０３ 

定期外 

２９,０５２,１６３ 

２８,７８５,３４８ 

２８,６５７,６９４ 

２８,９５３,３２５ 

３１,７２０,６７０ 

1日平均 

１０２,２１７ 

９９,６７０ 

９６,９７２ 

９６,３６６ 

１２６,２０６ 

＊営業キロ、在籍車両数は各年度末現在。乗車人員は、年度間の累計。 

（単位：キロメートル、千円） 

市バスの運輸状況 3535 1日平均乗車人員は12万6,206人 
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　平成１６年の市内のＪＲ・私鉄の駅は５４駅となっています。そのうち､市内７駅で１日の平均乗車人

員が６万人を超えています。 

 駅別に乗車人員をみると、JR川崎駅が１６万２２７人と最も多く、次いで東急東横線の武蔵小杉駅が

１１万２４４人、東急田園都市線の溝の口駅が７万７,９８４人となっています。なお、JR川崎駅は平成５

年から１２年まで乗車人員の減少が続いていましたが､１３年に増加に転じ、以後毎年増加となって

います。 

データチェック 

Ｊ
Ｒ
川
崎 

Ｊ
Ｒ
武
蔵
小
杉 

東
急
武
蔵
小
杉 

Ｊ
Ｒ
武
蔵
溝
ノ
口 

東
急
溝
の
口 

Ｊ
Ｒ
登
戸 

小
田
急
登
戸 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000
（人） 

主要駅の1日平均乗車人員（平成１６年） 

駅　　名 平成１２年 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 

京急川崎 

川崎 

武蔵小杉 

武蔵溝ノ口 

登戸 

新川崎 

登戸 

新百合ヶ丘 

向ヶ丘遊園 

武蔵小杉 

溝の口 

　　鷺沼 

　宮前平 

京浜急行 

ＪＲ全て 

ＪＲ南武線 

 

 

ＪＲ横須賀線 

小田急 

 

 

東急東横線 

田園都市線 

 

 

５２,４４５ 

１５６,２９１ 

６４,３３６ 

６８,３４０ 

６８,１８８ 

２１,４６８ 

６６,６８７ 

５０,３４３ 

３１,９３０ 

８４,７９９ 

７６,４８８ 

３１,３３７ 

２１,２８６ 

５２,８４６ 

１５７,４７９ 

６６,７１１ 

６８,５１８ 

６７,５３８ 

２２,６１３ 

６５,９９７ 

５２,０７８ 

３２,１５５ 

１０３,８１８ 

７７,０２５ 

３０,８７５ 

２１,５７８ 

５２,５０４ 

１５７,８７７ 

６７,３７２ 

６８,４１４ 

６７,１８８ 

２３,５６３ 

６５,９２９ 

５１,８７２ 

３１,２３２ 

１０６,５６５ 

７７,０３２ 

３０,４４４ 

２１,８０７ 

５２,８４１ 

１５８,３８６ 

６８,８２０ 

６８,８５４ 

６７,４４２ 

２４,４４３ 

６６,２１９ 

４７,６０８ 

３０,９８８ 

１０８,６３５ 

７８,３２６ 

３０,１２７ 

２２,１４３ 

５３,６９０ 

１６０,２２７ 

６９,６２１ 

６８,６４１ 

６７,４３９ 

２４,５９８ 

６６,２６８ 

４５,２９５ 

３０,７６３ 

１１０,２４４ 

７７,９８４ 

３０,２２６ 

２２,６３５ 

＊JR東日本については各年度の１日平均乗車人員を表したものである。 

主要駅の1日平均乗車人員 3636 ＪＲ川崎駅の乗車人員増加続く 
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　平成１７年度のごみの収集総量は､４８万８,２１１トンで前年度に比べて９,３１１トン（１.９％）減少しま

した。収集総量のうち､４６万１,４３５トン（処理・処分量の９４.５％）を焼却処分し、空き瓶､空き缶、粗

大ごみから出る金属類を中心に２万６,７７６トン（同５.５％）を資源化しました。 

データチェック 

平成17年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 
460,000

470,000

480,000

490,000

500,000

510,000

520,000

530,000

540,000

（トン） 

ごみの収集総量 

年　　度 

平成１３年度 

１４年度 

１５年度 

１６年度 

１７年度 

収集総量 

５１４,４７０ 

５２６,１２３ 

５３１,６２７ 

４９７,５２２ 

４８８,２１１ 

資源化率 

５.４７% 

５.３４% 

５.７７% 

５.２３% 

５.４８%

焼　却 

処理・処分量 

４８６,３０４ 

４９８,０１８ 

５００,９５４ 

４７１,４８６ 

４６１,４３５ 

埋め立て 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

資源化 

２８,１６６ 

２８,１０５ 

３０,６７３ 

２６,０３６ 

２６,７７６ 

＊資源化量に乾電池保管を含む。 

（単位：トン） 

ごみの処理状況 3737 収集総量の減少続く 
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　平成１６年中の市内での刑法犯の認知件数は２万７,４３７件で、前年より１,５８８件（５.５％）減少しま

した。件数の推移をみると、平成になって以降､増加傾向を示していましたが、平成１３年に２万  

６,４５６件と５年ぶりに減少したものの平成１４年は再び増加、その後１５年、１６年は減少が続きました。 

　犯罪別にみると、窃盗犯が２万２７１件（総数の７３.９％）と最も多く、次いで粗暴犯１,１７０件（同４.３

％）、知能犯８９３件（同３.３％）となっています。 

　前年と比べると、窃盗犯が２,２０４件の減少、粗暴犯は１１年ぶりに１５件の減少、知能犯は２９２件の

増加となっています。また、凶悪犯では放火が１件増加していますが、強盗は４９件､強姦は１３件、殺

人は３件減少しています。 

データチェック 

平成16年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 

（件数） 

24,000

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

犯罪認知件数の推移 

年　　次 

平成１２年 

１３年 

１４年 

１５年 

１６年 

総　数 

２７,０１３ 

２６,４５６ 

３０,１０２ 

２９,０２５ 

２７,４３７ 

＊神奈川県警察本部 ・発生地主義による 

（単位：件） 

凶悪犯 

放火 

２３ 

１３ 

８ 

９ 

１０ 

強姦 

１６ 

２９ 

５６ 

４６ 

３３ 

殺人 

１９ 

１４ 

１９ 

１５ 

１２ 

強盗 

６４ 

８７ 

１２１ 

１３９ 

９０ 

粗暴犯 

９９１ 

１,００９ 

１,１２１ 

１,１８５ 

１,１７０ 

窃盗犯 

２２,３９０ 

２１,７０２ 

２４,５６３ 

２２,４７５ 

２０,２７１ 

知能犯 

３５５ 

３３５ 

３５９ 

６０１ 

８９３ 

風俗犯 

１７８ 

１５２ 

１７６ 

１８５ 

１５１ 

その他 

２,９７７ 

３,１１５ 

３,６７９ 

４,３７０ 

４,８０７ 

犯罪認知件数 3838 犯罪認知件数5.5％減少 



都
市
生
活
基
盤

40

　平成１６年の状況は、火災発生件数５４７件（前年比２６.６％増）、焼損面積８,５６５㎡（同１９.４％減）、

損害額７億８,７８１万円（同８６.７％増）となっています。また、死者は１８人（前年比２８.６％増）、負傷者

は１０４人（同２８.４％増）となっています。 

　火災の原因は、総数のうち失火が３３０件（前年比１１.５%増）、放火が２１２件（同６１.８％増）となっ

ています。 

　火災発生件数の推移をみると、昭和４０年以降は概ね５００件を下回る水準で推移していましたが、 

平成１６年は著しく総数が増加しました。 

データチェック 

（件） 

400

420

440

460

480

500

520

540

560

平成16年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 

火災発生件数の推移 

年　次 

 

平成１２年 

１３年 

１４年 

１５年 

１６年 

傷　者 

人 

８８ 

８３ 

６５ 

８１ 

１０４ 

死　者 

人 

１６ 

１５ 

１４ 

１４ 

１８ 

損害額 

千円 

５３１,３３３ 

８３８,０４２ 

４７８,２５７ 

４２１,９７６ 

７８７,８０７ 

焼損面積 

㎡ 

５,４７３ 

７,５２１ 

８,６１７ 

１０,６２６ 

８,５６５ 

総　数 

火災件数  

件 

４４３ 

４６６ 

４７６ 

４３２ 

５４７ 

建　物 

件 

２５１ 

２７１ 

２７８ 

２５５ 

２９０ 

車両他 

件 

１９２ 

１９５ 

１９８ 

１７７ 

２５７ 

火災発生件数 3939 焼損面積は減少したものの火災発生件数は増加 
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　平成１６年中の市内の交通事故発生件数は７,３９０件、死傷者は８,６３４人となっており、それぞれ前
年と比べ５５５件、７１３人といずれも減少しています。 
　車種別では、乗用自動車が４,３７５件、貨物自動車は１,４９５件、２輪自動車が８７４件となっており、前
年と比べるとすべて減少しています。 
　区別で死傷者数をみると、前年比で一番減少しているのは宮前区（１６.４％）ですが、川崎区、高
津区、宮前区の順に多くなっています。 

データチェック 

平成16年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 

（件） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

乗用車 
貨物 
2輪 
その他 

車種別事故発生件数 

項　　　目 平成１２年 平成１３年 平成１４年 平成１５年 平成１６年 

件数 
死　者 
負傷者 
乗用車 
貨　物 
２　輪 
その他 

 
死　者 
負傷者 
死　者 
負傷者 
死　者 
負傷者 
死　者 
負傷者 
死　者 
負傷者 
死　者 
負傷者 
死　者 
負傷者 

 
死傷者  
 
 

車種別件数  
 
 
区　　　　　　　別  

川崎区  
 

幸　区  
 

中原区  
 

高津区  
 

宮前区  
 

多摩区  
 

麻生区  

８,４２５ 
４１ 

９,９０３ 
４,９９９ 
１,６３９ 
１,０１４ 
７７３ 
 

１３ 
１,９８５ 
５ 

１,０６５ 
４ 

１,３８４ 
８ 

１,８１０ 
１ 

１,６５９ 
７ 

１,１９１ 
３ 

８０９ 

８,３６１ 
３８ 

９,８８９ 
４,９０４ 
１,７０２ 
９５１ 
８０４ 
 

１０ 
１,９３７ 
４ 

１,１０５ 
６ 

１,４２９ 
４ 

１,８４９ 
７ 

１,６１８ 
５ 

１,０９３ 
２ 

８５８ 

８,１２３ 
５３ 

９,４４５ 
４,８０１ 
１,６３３ 
９６０ 
７２９ 
 

１３ 
１,７７５ 
９ 

１,０４３ 
７ 

１,３１６ 
９ 

１,７５２ 
７ 

１,５０５ 
７ 

１,１８９ 
１ 

８６５ 

７,９４５ 
４２ 

９,３０５ 
４,６３６ 
１,５７１ 
９７９ 
７５９ 
 

１２ 
１,７３９ 
１０ 

１,００２ 
５ 

１,２２２ 
６ 

１,６７９ 
４ 

１,５５９ 
４ 

１,２４４ 
１ 

８６０ 

７,３９０ 
３５ 

８,５９９ 
４,３７５ 
１,４９５ 
８７４ 
６４６ 
 

１２ 
１,６０１ 
３ 

１,０１６ 
７ 

１,２０１ 
１ 

１,６０２ 
１０ 

１,２９６ 
－ 

１,１０８ 
２ 

７７５ 

＊神奈川県警察本部 

（単位：件、人） 

交通事故発生状況 4040 多摩区は死者ゼロ 
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 平成１６年度末の保育所数は昨年より２か所増えて１１５か所で、このうち公営は８８か所、民営は２７

か所となっています。 

　在籍児童数は、１万１,５８６人で、前年の１万１,３１２人より２７４人（２.４％）増加しました。対象年齢   

（０～５歳）の児童数が１５年度に引続き減少したにもかかわらず、在籍児童は増加を続けています。

また、待機児童数は５９７人で前年より１５８人（２０.９％）減少しています。 

データチェック 

平成16年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

（人） 

9,600

10,100

10,600

11,100

11,600

12,100

保育所在籍児童数 

年　　度 

平成１２年度 

１３年度 

１４年度 

１５年度 

１６年度 

保育所数 

１０９ 

１０９ 

１１２ 

１１３ 

１１５ 

総　数 

在籍児童数  

１０,３４６ 

１０,６８４ 

１０,８７９ 

１１,３１２ 

１１,５８６ 

３歳未満児 

３,９６６ 

４,１６１ 

４,２０４ 

４,３５６ 

４,５４９ 

３歳以上児 

６,３８０ 

６,５２３ 

６,６７５ 

６,９５６ 

７,０３７ 

＊保育所数は各年度末現在。在籍児童数及び待機児童数は翌年度4月1日現在。 

（単位:所、人） 

３歳未満児 

待機児童数  

４２２ 

４７６ 

４９９ 

５０２ 

３７９ 

３歳以上児 

２６６ 

２２９ 

２００ 

２５３ 

２１８ 

保育所の概況 4141 待機児童数は減少 



こ
ど
も
・
学
校

43

〔小学校〕 
 平成１６年度の小学校の数は１１８校で前年度と変わりません。設置者別でも前年度と同様で市立 
１１４校、私立４校となっています。 
　児童数は、６万８,０６１人で前年度より９００人（１.３％）増となり、平成１３年度から５年連続して増加
しています。公私別では市立は６万６,４２０人で前年度より８７５人（１.３％）増、私立は１,６４１人で前年
度より２５人（１.５％）増となっています。 
〔中学校〕 
　中学校の数は５７校で、市立５１校､私立６校と前年度と変わりません。生徒数は２万８,８５８人で前
年度より５０７人（１.８％）増となり、１９年ぶりに増加に転じました。公・私立別では、市立は２万４,９４７
人で前年度より４５９人（１.９％）増、私立は３,９１１人で前年度より４８人（１.２％）の増となっています。 

データチェック 

平成13年度 

児童数 

生徒数 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000
（人） 

平成14年度 

平成15年度 

平成16年度 

平成17年度 

小・中学校の児童･生徒数の推移 

年　　度 

平成１３年度 

１４年度 

１５年度 

１６年度 

１７年度 

総　数 

学　校　数 

１１８ 

１１８ 

１１８ 

１１８ 

１１８ 

（学校基本調査） 

（単位：校、学級、人）（各年5月1日） 

市　立 

１１４ 

１１４ 

１１４ 

１１４ 

１１４ 

私　立 

４ 

４ 

４ 

４ 

４ 

総　数 

学　級　数 

２,２６７ 

２,３００ 

２,３２５ 

２,３６４ 

２,３９７ 

市　立 

２,２１９ 

２,２５１ 

２,２７６ 

２,３１６ 

２,３４９ 

私　立 

４８ 

４９ 

４９ 

４８ 

４８ 

総　数 

児　童　数 

６４,０１７ 

６５,２２０ 

６６,３６９ 

６７,１６１ 

６８,０６１ 

市　立 

６２,４２８ 

６３,６０８ 

６４,７４９ 

６５,５４５ 

６６,４２０ 

私　立 

１,５８９ 

１,６１２ 

１,６２０ 

１,６１６ 

１,６４１ 

年　　度 

平成１３年度 

１４年度 

１５年度 

１６年度 

１７年度 

総　数 

学　校　数 

５７ 

５７ 

５７ 

５７ 

５７ 

（学校基本調査） 

（単位：校、学級、人）（各年5月1日） 

市　立 

５１ 

５１ 

５１ 

５１ 

５１ 

私　立 

６ 

６ 

６ 

６ 

６ 

総　数 

学　級　数 

９３４ 

９１１ 

９０６ 

８９７ 

９２３ 

市　立 

８３９ 

８１７ 

８１２ 

８０３ 

８２８ 

私　立 

９５ 

９４ 

９４ 

９４ 

９５ 

総　数 

生　徒　数 

２９,３７３ 

２８,８２８ 

２８,４１２ 

２８,３５１ 

２８,８５８ 

市　立 

２５,５３０ 

２５,０２３ 

２４,５６６ 

２４,４８８ 

２４,９４７ 

私　立 

３,８４３ 

３,８０５ 

３,８４６ 

３,８６３ 

３,９１１ 

小学校の概況 

中学校の概況 

小学校・中学校の概況 4242 児童数・生徒数ともに増加 
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 平成１６年度の生活保護被保護者延人員は、月平均で６万２,４８１人（前年度比６.７％増）となってい

て、増加傾向を示しています。 

 保護費総額は４１９億８,３５７万円で、これを扶助別にみると医療扶助が１７８億７１２万円（総額の４２.４

％）と最も多く、次いで生活扶助の１４９億９,４１５万円（同３５.７％）と続いており、この二つの扶助で

総額の７８.１％を占めています。 

データチェック 

（人） 

平成14年度 平成15年度 平成16年度 
48,000

50,000

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

62,000

64,000

生活保護被保護者延人員 

（単位:千円） 

扶助別 
 

総 　 　 額  

生 活 扶 助  

住 宅 扶 助  

教 育 扶 助  

介 護 扶 助  

医 療 扶 助  

出 産 扶 助  

生 業 扶 助  

葬 祭 扶 助  

施 設 事 務 費  

延人員 

平成１４年度 平成１５年度 

５３,０９２ 

１８,０５７ 

１７,２０５ 

１,９００ 

９７８ 

１４,９０９ 

－ 

３ 

４０ 

－ 

保護費 

３７,０９９,５５９ 

１３,５６３,４８９ 

６,９０２,３７６ 

１４０,４１９ 

３１３,９２９ 

１５,９０７,３１２ 

５７５ 

２,２８５ 

８５,８９４ 

１８３,２８０ 

延人員 

５８,５５７ 

１９,９１５ 

１９,０３９ 

２,１６５ 

１,２５１ 

１６,１８７ 

－ 

４ 

４４ 

－ 

保護費 

平成１６年度 

４０,３１３,３１２ 

１４,７６２,７９６ 

７,７３１,１２３ 

１５８,５６２ 

３９９,１５７ 

１６,９８０,００３ 

３９２ 

４,４０６ 

９０,８８４ 

１８５,９８８ 

延人員 

６２,４８１ 

２０,８７４ 

２０,３２１ 

２,３８９ 

１,４８３ 

１７,３５２ 

－ 

１１ 

５１ 

－ 

保護費 

４１,９８３,５７４ 

１４,９９４,１５４ 

８,１８３,９４８ 

１８６,４１１ 

５１２,０９８ 

１７,８０７,１２４ 

４１６ 

７,０４１ 

１０８,３５８ 

１８４,０２４ 

＊延人員は各年度月平均で表しています。 

生活保護の概況 4343 生活保護費の増加傾向続く 
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　平成１６年中の本市の出生数を人口動態統計からみると、１万３,３３１人で前年に比べて１５６人  

（１.２％）増加しており、人口１,０００人当たりの出生率は１０.２と全国の８.８を大きく上回っています。 

　死亡数は７,４２２人で、前年に比べて２４人（０.３％）増加しています。人口１,０００人当たりの死亡率

は５.７で全国の８.２を下回っています。 

　死産数は３２４胎で、前年に比べ２２胎（６.４％）減少し、出産数１,０００人当たりの死産率は２３.７で前

年より１.９ポイント減少し、全国の３０.０を下回りました。 

データチェック 

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 
0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

川崎市 

全国 

出生率の推移 

川崎市 

死　産　率  

２３.９

２４.６

２６.１

２５.６

２３.７ 

全　国 

３１.２

３１.０

３１.１

３０.５

３０.０ 

川崎市 

死　亡　率  

５.５ 

５.６ 

５.６ 

５.７ 

５.７ 

全　国 

７.７ 

７.７ 

７.８ 

８.０ 

８.２ 

年　次 

平成１２年 

１３年 

１４年 

１５年 

１６年 

出　生 

１３,５４２ 

１３,７２１ 

１３,６４６ 

１３,１７５ 

１３,３３１ 

川崎市 

出　生　率 

１０.８ 

１０.８ 

１０.６ 

１０.２ 

１０.２ 

全　国 

９.５ 

９.３ 

９.２ 

８.９ 

８.８ 

死　亡 

６,９０２ 

７,０９１ 

７,１５９ 

７,３９８ 

７,４２２ 

死　産 

３３１ 

３４６ 

３６５ 

３４６ 

３２４ 

（単位：人、胎） 

＊出生率、死亡率は各年10月1日人口の1000人に対する割合。 （人口動態統計） 

出生と死亡 4444 出生率は10.2と全国の8.8を上回る 
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　平成１６年中の市内の着工新設住宅戸数は１万８,５１２戸で、前年の１万９,５４８戸に比べ１,０３６戸   

（５.３％）の減少に転じました。 

　利用関係別にみると、持家は１,６７９戸（全体の９.１％）で前年に比べ４６戸（２.８％）の増となってい

ますが、分譲住宅が９,０６１戸（全体の４８.９％）で前年に比べ２０８戸（２.２％）減、貸家が７,６７８戸（全

体の４１.５％）で前年に比べ９６０戸（１１.１％）と大幅な減少に転じました。 

　延べ床面積は１４４万８８８㎡で前年に比べ２.６％の減少となっていますが、１戸当たりの延べ床面

積は７７.８㎡で前年に比べ２.９％の増加となりました。 

データチェック 

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（戸） 

新設住宅戸数の推移 

年　次 

平成１２年 

１３年 

１４年 

１５年 

１６年 

総　数 

戸　　　数 延べ床面積 

１８,７２３ 

１９,２２２ 

１６,１１５ 

１９,５４８ 

１８,５１２ 

持　家 

２,０９９ 

１,８６４ 

１,５９２ 

１,６３３ 

１,６７９ 

貸　家 

７,５１４ 

７,２８７ 

７,６９８ 

８,６３８ 

７,６７８ 

給与住宅 

１１８ 

１５９ 

６２ 

８ 

９４ 

分譲住宅 

８,９９２ 

９,９１２ 

６,７６３ 

９,２６９ 

９,０６１ 

総　数 

１,５９５,７５２ 

１,６０４,７９９ 

１,１８０,５７７ 

１,４７９,００５ 

１,４４０,８８８ 

1戸当たり 

８５.２ 

８３.５ 

７３.３ 

７５.７ 

７７.８ 

（単位：戸、平方メートル） 

＊国土交通省総合政策局建設調査統計課 

着工新設住宅戸数 4545 着工新設住宅戸数は減少に転じる 
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　平成１５年の住宅・土地統計調査結果で、市内の居住世帯のある住宅５３万６,５２０戸を建て方別に

みると、共同住宅が３８万２,２９０戸（総数の７１.２％）で最も多く、次に一戸建が１４万３,０３０戸（同２６.７

％）、長屋建が９,２４０戸（同１.７％）、その他が１,９６０戸（同０.４％）となっています。 

　前回調査の平成１０年と比べると、総数で５万５,８８０戸（前回比１１.６％）増加しており、共同住宅が

４万４,０８０戸（同１３.０％）増、一戸建が１万２,８５０戸（同９.９％）増などとなっています。 

データチェック 

昭和58年 昭和63年 平成5年 平成10年 平成15年 
0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000
（戸） 

総数 
共同住宅 
一戸建 
長屋建他 

住宅の建て方別住宅数の推移 

年　次 

 昭和５８年 

  　  ６３年 

  平成５年 

   　 １０年 

   　 １５年 

総　数 

戸　　　　　数 

３３９,５００ 

３８８,３６０ 

４４３,５７０ 

４８０,６４０ 

５３６,５２０ 

（単位：戸）（各年10月1日） 

一戸建 

１２６,５１０ 

１２２,５８０ 

１２５,３７０ 

１３０,１８０ 

１４３,０３０ 

長屋建 

１２,５３０ 

１０,８６０ 

９,４００ 

９,０２０ 

９,２４０ 

共同住宅 

１９８,２５０ 

２５２,５７０ 

３０５,８１０ 

３３８,２１０ 

３８２,２９０ 

その他 

２,２２０ 

２,３６０ 

２,９９０ 

３,２３０ 

１,９６０ 

（住宅･土地統計調査） 

建て方別住宅の概況 4646 住宅総数の7割は共同住宅 



選
挙

48

　平成８年からの各選挙の投票状況は上記のとおりです。この間の投票率をみると、平成１７年９月

１１日に行われた衆議院議員･選挙区選挙の６５.５５％が最も高くなっています。 

データチェック 

総　数 

投　票　者　数 

市長選挙の投票状況（平成17年10月23日） 

５２２,０３０ 

５２１,９２８ 

３３９,５２９ 

５４１,５４２ 

５４１,５３４ 

４６０,３３３ 

４６０,３６６ 

４６０,３４８ 

５７８,９６１ 

５７９,３４５ 

５５７,９７５ 

５５８,４４１ 

３６６,６０２ 

５１,７８９ 

４９５,０３２ 

４９４,９５３ 

４９５,００１ 

５８３,６０９ 

５８３,８９３ 

５６４,６２４ 

５６５,１０７ 

６９３,６６５ 

６９４,０８２ 

３７９,３９２ 

３７８,７５７ 

５６,４１８ 

男 

２６４,１４０ 

２６４,０８８ 

１６５,５５４ 

２７４,７７７ 

２７４,７７２ 

２２７,６９３ 

２２７,７１３ 

２２７,６９０ 

２９４,３２８ 

２９４,５５６ 

２８０,９９６ 

２８１,２７９ 

１７９,４０７ 

２５,６７４ 

２４３,０１２ 

２４２,９７６ 

２４２,９９９ 

２９７,４７２ 

２９７,６１５ 

２８８,８４５ 

２８９,１０３ 

３５０,６５３ 

３５０,８９１ 

１９０,８４８ 

１９０,４９４ 

２８,０２６ 

女 
 ２５７,８９０ 

２５７,８４０ 

１７３,９７５ 

２６６,７６５ 

２６６,７６２ 

２３２,６４０ 

２３２,６５３ 

２３２,６５８ 

２８４,６３３ 

２８４,７８９ 

２７６,９７９ 

２７７,１６２ 

１８７,１９５ 

２６,１１５ 

２５２,０２０ 

２５１,９７７ 

２５２,００２ 

２８６,１３７ 

２８６,２７８ 

２７５,７７９ 

２７６,００４ 

３４３,０１２ 

３４３,１９１ 

１８８,５４４ 

１８８,２６３ 

２８,３９２ 

総　数 

投　票　率 

５４.６９ 

５４.６８ 

３５.８２ 

５５.７８ 

５５.７８ 

４８.０７ 

４８.０７ 

４８.０７ 

５８.３０ 

５８.２６ 

５５.２４ 

５５.２０ 

３６.７６ 

３２.４９ 

４９.１７ 

４９.１７ 

４９.１７ 

５６.２５ 

５６.２０ 

５４.１６ 

５４.１２ 

６５.５５ 

６５.４８ 

３６.３８ 

３６.３２ 

３５.０７ 

男 

５２.７３  

５２.７２  

３３.４１  

５４.１５  

５４.１５  

４５.６４  

４５.６４  

４５.６３  

５６.８３  

５６.７８  

５３.３７  

５３.３２  

３４.５９  

３１.７２  

４６.５５  

４６.５４  

４６.５５  

５５.１９  

５５.１３  

５３.４３  

５３.３８  

６４.００  

６３.９２  

３５.４０  

３５.３３  

３４.５９ 

女 
 ５６.８５  

５６.８４  

３８.４７  

５７.５６  

５７.５６  

５０.７１  

５０.７１  

５０.７１  

５９.９０  

５９.８８  

５７.２８  

５７.２５  

３９.１２  

３３.２８  

５２.００  

５１.９９  

５２.００  

５７.４０  

５７.３６  

５４.９４  

５４.９１  

６７.２２  

６７.１６  

３７.４３  

３７.３７  

３５.５６ 

種　　　別 

衆議院議員・選挙区 

衆議院議員・比例代表 

市　　　　長 

参議院議員・選挙区 

参議院議員・比例代表 

県　知　事 

県議会議員 

市議会議員 

衆議院議員・選挙区 

衆議院議員・比例代表 

参議院議員・選挙区 

参議院議員・比例代表 

市　　　　長 

衆議院議員・選挙区（*1） 

県　知　事 

県議会議員 

市議会議員 

衆議院議員・選挙区 

衆議院議員・比例代表 

参議院議員・選挙区 

参議院議員・比例代表 

衆議院議員・選挙区 

衆議院議員・比例代表 

参議院議員・選挙区（*2） 

市       長 

市議会議員（*3） 

執行年月日 

平成８年１０月２０日 

平成８年１０月２０日 

平成９年１０月２６日 

平成１０年７月１２日 

平成１０年７月１２日 

平成１１年４月１１日 

平成１１年４月１１日 

平成１１年４月１１日 

平成１２年６月２５日 

平成１２年６月２５日 

平成１３年７月２９日 

平成１３年７月２９日 

平成１３年１０月２１日 

平成１４年１０月２７日 

平成１５年４月１３日 

平成１５年４月１３日 

平成１５年４月１３日 

平成１５年１１月９日 

平成１５年１１月９日 

平成１６年７月１１日 

平成１６年７月１１日 

平成１７年９月１１日 

平成１７年９月１１日 

平成１７年１０月２３日 

平成１７年１０月２３日 

平成１７年１０月２３日 

総　　　数 
川崎区 
幸　区 
中原区 
高津区 
宮前区 
多摩区 
麻生区 

（*1）神奈川県第８区選出議員補欠選挙　　（*2）神奈川県選出議員補欠選挙　　（*3）宮前区の補欠選挙 

当日有権者数 

１,０４２,８８４ 
１６２,９９７ 
１１６,７１６ 
１６７,００４ 
１５８,２２１ 
１６０,８７８ 
１５７,２０７ 
１１９,８６１ 

投票者数 

３７８,７５７ 
５９,７３８ 
４５,５９３ 
６１,３７５ 
５２,７３５ 
５６,６３９ 
５７,３３４ 
４５,３４３ 

投票率 

３６.３２ 
３６.６５ 
３９.０６ 
３６.７５ 
３３.３３ 
３５.２１ 
３６.４７ 
３７.８３ 

市議会議員選挙の投票状況（平成15年4月13日） 

総　　　数 
川崎区 
幸　区 
中原区 
高津区 
宮前区 
多摩区 
麻生区 

当日有権者数 

１,００６,７０３ 
１５８,５２７ 
１１２,３３１ 
１６１,４４４ 
１５０,０２０ 
１５６,１４８ 
１５３,８０７ 
１１４,４２６ 

投票者数 

４９５,００１ 
８２,１５２ 
５８,５９１ 
７７,８８６ 
６８,１５５ 
７０,６０８ 
７７,２７４ 
６０,３３５ 

投票率 

４９.１７ 
５１.８２ 
５２.１６ 
４８.２４ 
４５.４３ 
４５.２２ 
５０.２４ 
５２.７３ 

選挙 4747 平成8年以降の最も高い投票率は平成17年の衆議院選挙・選挙区選挙の65.55％ 
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　平成１６年度の市税収入は２,５４７億５,９２１万円で前年度より３億６,７２３万円（前年度比０.１％）の減

となりました。平成１３年度は４年ぶりの増収となりましたが、１４年度～１６年度は減収に転じています。 

　税目別にみると、固定資産税が１,０９５億５,２７１万円（総額の４３.０％）で最も多く、次いで個人市民

税が８４３億３７２万円（同３３.１％）、都市計画税が２３１億４,２９６万円（同９.１％）と続いており、固定資

産税と個人市民税の２税で総額の７６.１％を占めています。 

 市民税について、前年度と比べると、法人市民税は２５億９,６０５万円（前年度比１３.９％）増となって

いますが、個人市民税は１６億６,７００万円（同１.９％）減となっています。 

データチェック 

平成13年度 
2,450

2,500

2,550

2,600

2,650

2,700

（億円） 

平成14年度 平成15年度 平成16年度 

市税収入の推移 

（単位：千円） 

税　　　　目 

総額 

市民税 

法人 

個人 

固定資産税 

軽自動車税 

市たばこ税 

特別土地保有税 

事業所税 

都市計画税 

平成１３年度 

２６８,７１７,６９６ 

１０８,７１８,２９８ 

１９,６８３,４４６ 

８９,０３４,８５２ 

１１６,６９７,２１８ 

３８１,１１０ 

８,２３３,４６８ 

５９１,１２１ 

８,９７５,０３２ 

２５,１２１,４４９ 

平成１４年度 

２６２,７４３,０３５ 

１０５,７０７,５３９ 

１６,５１８,４７４ 

８９,１８９,０６５ 

１１５,０１１,６４９ 

３９９,８２２ 

８,０１０,５７７ 

３４９,０１８ 

８,６０８,５８６ 

２４,６５５,８４４ 

平成１５年度 

２５５,１２６,４４４ 

１０４,６９７,３４６ 

１８,７２６,６２５ 

８５,９７０,７２１ 

１１０,０２８,８３６ 

４１８,０１２ 

８,３７４,１１０ 

２４,９９８ 

８,２３７,５５８ 

２３,３４５,５８４ 

平成１６年度 

２５４,７５９,２１１ 

１０５,６２６,３９０ 

２１,３２２,６７０ 

８４,３０３,７２０ 

１０９,５５２,７１３ 

４３４,１２３ 

８,５０３,７９９ 

２５,４７６ 

７,４７３,７５５ 

２３,１４２,９５５ 

市税収入額 4848 0.1％減、3年連続のマイナス 
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医療体制の充実 

お年寄りのための仕事 

自転車対策 

自然・緑の保全 

公害防止 

美化・清掃（道路・公園など） 

健康づくりのための仕事 

子供のための仕事 

交通安全対策 

道路・歩道の整備 

0 10 20 30 40 50
（%） 

（%） 

ごみ収集やリサイクル 

飲料水の安定供給 

下水道の整備 

駅周辺の再開発 

健康づくりのための仕事 

美化・清掃（道路･公園など） 

自転車対策 

お年寄りのための仕事 

バスなどの交通網の整備 

子供のための仕事 

0 10 20 30 40 50

7.2%

14.2%

10.0%

19.3%15.4%

25.3%

8.2%

0.4%

0.9%

62.4%

22.3%

9.6%

4.8%

1年未満 

1～3年未満 

3～5年未満 

5～10年未満 

10～20年未満 

20年以上 

生まれてからずっと住んでいる 

無回答 

これからも住んでいたい 

できれば市内の他のところへ移りたい 

できれば市外へ移りたい 

わからない 

無回答 

項　　　　　目 

市政に対する要望ベスト１０ 

医 療 体 制 の 充 実  
お年寄りのための仕事  
自 転 車 対 策  
自 然 ・ 緑 の 保 全  
公 害 防 止  
美化・清掃（道路･公園など） 
健康づくりのための仕事 
子 供 の た め の 仕 事  
交 通 安 全 対 策  
道 路 ・ 歩 道 の 整 備  

％ 

４９.６ 
４２.４ 
３９.７ 
３８.８ 
３７.４ 
３４.４ 
３４.３ 
３４.２ 
３４.２ 
３０.２ 

（平成17年度川崎市市民意識実態調査から） 

項　　　　　目 

市政に対する評価ベスト１０ 

ごみ収集やリサイクル  
飲 料 水 の 安 定 供 給  
下 水 道 の 整 備  
駅 周 辺 の 再 開 発  
健康づくりのための仕事 
美化・清掃（道路･公園など） 
自 転 車 対 策  
お年寄りのための仕事  
バスなどの交通網の整備 
子 供 の た め の 仕 事  

％ 

４５.７ 
２３.０ 
２２.３ 
２０.３ 
１８.１ 
１６.４ 
１６.１ 
１３.５ 
１３.５ 
１３.２ 

市民の定住状況 

１ 年 未 満  
１ ～ ３ 年 未 満  
３ ～ ５ 年 未 満  
５ ～ １ ０ 年 未 満  
１ ０ ～ ２ ０ 年 未 満  
２ 年 以 上  
生まれてからずっと住んでいる 
無 回 答  

７.２% 
１４.２% 
１０.０% 
１９.３% 
１５.４% 
２５.３% 
８.２% 
０.４%

（１）居住年数 
（今のところにお住まいになって何年になりますか。） 

これからも住 んでい た い  
できれば市内の他のところへ移りたい 
で きれ ば市 外 へ 移りた い  
わ か ら な い  
無 回 答  

６２.４% 
４.８% 
９.６% 
２２.３% 
０.９%

（２）定住意向 
（これからも今のところにお住まいになりたいですか。） 

０ 

市民要望・評価ベストテン 4949



 
大都市データ 

比較編 
 　川崎市をはじめ、13の政令指定都市と

東京都の14大都市は「大都市統計協議会」
を設置し、統計調査の推進及び向上に努め
ています。また、各都市の各種統計情報
を集約し、毎年「大都市比較統計年表」
を作成、発行しています。 
　この特集では、「大都市比較統計年表・
16年版」をもとに、主要な統計情報から
みた川崎市及び各都市の特徴をまとめました。 
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　平成１６年６月の従業者規模別事業所数（民営）は、東京都区部、大阪市、名古屋市の順となっており、川

崎市は仙台市に次いで第１２位となっています。 

　従業者規模別「３００人以上」の事業所の構成比を比較すると、東京都区部、千葉市、川崎市の順となっ

ており、川崎市が第３位となっています。 

データチェック 

　平成１６年１年間の川崎市の人口増加数は１万１,８７１人となっており、前年の増加数を１６１人上回りまし

た。人口増加数が２万人を超えているのは、東京都区部、横浜市となっており、首都圏で比較的大きな人

口増加が続いています。 

データチェック 

都　市　名 

東 京 都 区 部  
横 浜 市  
川 崎 市  
福 岡 市  
名 古 屋 市  
札 幌 市  
さ い た ま 市  
大 阪 市  
広 島 市  
千 葉 市  
神 戸 市  
仙 台 市  
京 都 市  
北 九 州 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 

社会増加 

６２,４４８ 
２２,５１１ 
７,４８３ 
８,５５９ 
１６,７０６ 
１２,４１４ 
６,２２７ 
２３,８６１ 
７,６５８ 
５,６８６ 
１１,９６３ 
６,０２９ 
１２,０８９ 
９,０４４ 

４７,８８０ 
１６,４４９ 
５,８１２ 
５,４８９ 
６,０８２ 
６,４１２ 
３,９９６ 
７,１９２ 
２,１９７ 
２,３３４ 
３,１２９ 

▲ １,３７５ 
▲ １,６６８ 
▲ ２,３１７ 

死　亡 

６５,９７９ 
３３,２３８ 
１３,５４２ 
１３,０９１ 
２０,１９２ 
１４,７５０ 
１０,４９４ 
２３,５０８ 
１１,３７０ 
８,５９６ 
１３,０６２ 
９,４９９ 
１２,０５７ 
８,６７５ 

 出　生 

（単位：人）（平成16年中） 

 人 口 増 加 数 

自然増加 

３,５３１ 
１０,７２７ 
６,０５９ 
４,５３２ 
３,４８６ 
２,３３６ 
４,２６７ 
▲ ３５３ 
３,７１２ 
２,９１０ 
１,０９９ 
３,４７０ 
▲ ３２ 
▲ ３６９ 

総　数 

５１,４１１ 
２７,１７６ 
１１,８７１ 
１０,０２１ 
９,５６８ 
８,７４８ 
８,２６３ 
６,８３９ 
６,１８４ 
５,２４４ 
４,２２８ 
２,０９５ 

▲ １,７００ 
▲ ２,６８６ 

（平成16年6月1日） 

都　市　名 

東 京 都 区 部  
大 阪 市  
名 古 屋 市  
横 浜 市  
京 都 市  
札 幌 市  
福 岡 市  
神 戸 市  
広 島 市  
北 九 州 市  
仙 台 市  
川 崎 市  
さ い た ま 市  
千 葉 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 

３００人以上 

０.３７％ 
０.２５％ 
０.１９％ 
０.２５％ 
０.１７％ 
０.２０％ 
０.１９％ 
０.１６％ 
０.１７％ 
０.１５％ 
０.１８％ 
０.２６％ 
０.２５％ 
０.２７％ 

５３８,６０２ 
２０３,２２０ 
１２８,６６０ 
１０７,２０１ 
８０,２２７ 
７１,２９３ 
７０,３７３ 
７０,３６４ 
５０,０７３ 
４７,９７７ 
４３,４６２ 
４１,２４９ 
３２,６４５ 
２７,１９５ 

事業所数 

（事業所・企業統計調査） 

従業者規模別 

１,９７３ 
５１７ 
２４４ 
２６７ 
１４０ 
１４１ 
１３６ 
１１３ 
８４ 
７０ 
８０ 
１０８ 
８２ 
７３ 

３０人～２９９人 

３２,０９３ 
１０,８５２ 
７,０７３ 
６,５５８ 
３,２２３ 
４,３０６ 
４,２４９ 
３,２９７ 
２,７８２ 
２,１２０ 
２,６６１ 
２,２３６ 
２,１１５ 
１,８９２ 

１人～２９人 

５０３,９６８ 
１９１,４２１ 
１２１,０４７ 
１００,２４５ 
７６,７５６ 
６６,７２７ 
６５,８２５ 
６６,８０７ 
４７,１５３ 
４５,７５７ 
４０,６５９ 
３８,８４８ 
３０,４０９ 
２５,２０６ 

派遣下請従業者のみ 

５６８ 
４３０ 
２９６ 
１３１ 
１０８ 
１１９ 
１６３ 
１４７ 
５４ 
５０ 
６２ 
５７ 
３９ 
２４ 

３００人以上 
の構成比 

人口増加数 11 自然増加数は横浜市に次いで第２位 

事業所（民営） 22 「３００人以上」事業所の構成比は第３位 
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　平成１６年の商業統計調査結果によると、川崎市は、卸売業の年間販売額が第１４位、小売業の年間販売
額が千葉市、さいたま市を上回る第１２位となっています。 
　卸売業の上位４都市は、商店数、従業者数、年間販売額の３項目とも東京都区部、大阪市、名古屋市、福
岡市の順となっており、この４都市の１４大都市に占める割合は、商店数で６９.２％、従業者数で７５.１％、年
間販売額で８４.４％となっています。 
　小売業では、商店数、従業者数、年間販売額の３項目とも東京都区部、大阪市、横浜市、名古屋市の順と
なっています。 
 また、総商店数に占める卸売業商店数の割合をみると、１４大都市平均が３４.１％であるのに対し、川崎市
は１８.９％と業態として卸売業の少なさが目立ちます。 

データチェック 

　川崎市の製造品出荷額等は、３兆８,５８４億円で大阪市に次いで第４位となっています。また、従業者１人

当たりの製造品出荷額等は、６,９３６万円で１４大都市中第１位と非常に高い生産性を示しています。 

データチェック 

（単位：百万円・人）（平成16年12月31日） 

　（工業統計調査） ＊従業者４人以上 

（単位：店・人・億円）（平成16年6月1日） 

都　市　名 

東 京 都 区 部  
大 阪 市  
名 古 屋 市  
福 岡 市  
仙 台 市  
広 島 市  
札 幌 市  
さ い た ま 市  
千 葉 市  
神 戸 市  
京 都 市  
北 九 州 市  
川 崎 市  
横 浜 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 

１２.１５ 
９.０５ 
８.０９ 
６.４３ 
５.２９ 
４.８５ 
３.３２ 
２.６６ 
２.４２ 
２.２７ 
１.７８ 
１.６９ 
１.６７ 
１.５７ 

卸売／小売 
販売比率 

（商業統計調査） 

卸　売　業 

年間販売額 

１２８,６４６ 
４５,４２０ 
３０,６６７ 
１８,２０２ 
１２,４６４ 
１３,７２５ 
２３,２２６ 
１０,５２０ 
９,６３０ 
１７,４５３ 
２０,３３３ 
１１,４６５ 
１１,４００ 
３６,２１６ 

従業者数 

５８１,８７０ 
２０４,３３８ 
１５０,９７７ 
１０１,６３９ 
６７,１２８ 
７３,７２１ 
１２０,２０６ 
５５,３７２ 
５２,９０２ 
９８,７２３ 
１１１,２５２ 
６８,４０３ 
６６,３５７ 
１８２,５４６ 

商店数 

８６,６８２ 
３４,７０７ 
２１,６６３ 
１３,９８７ 
８,４１７ 
９,８４８ 
１２,０４８ 
６,０８４ 
５,８７０ 
１５,１６２ 
１７,９５６ 
１１,８４６ 
８,３７２ 
２２,００４ 

年間販売額 

１,５６２,５００ 
４１１,１００ 
２４７,９６７ 
１１７,０２１ 
６５,９０４ 
６６,５７４ 
７７,０３９ 
２７,９７３ 
２３,２８１ 
３９,６７５ 
３６,１１８ 
１９,３２４ 
１８,９９５ 
５６,８８９ 

従業者数 

８０８,１５１ 
３１８,３９５ 
１７２,１３４ 
９６,３５４ 
５５,５４５ 
５６,６００ 
７３,２９５ 
２９,３８８ 
２２,８１５ 
４７,１９７ 
６０,２８７ 
２７,８５４ 
１９,６４１ 
７０,４８０ 

商店数 

５０,７５２ 
２５,２２８ 
１４,５５０ 
７,９５６ 
５,２３３ 
５,１４５ 
６,５６７ 
２,４５０ 
１,９１８ 
４,８３０ 
６,２００ 
２,９４２ 
１,９５５ 
６,５２３ 

都　市　名 

東 京 都 区 部  
横 浜 市  
大 阪 市  
川 崎 市  
名 古 屋 市  
神 戸 市  
京 都 市  
広 島 市  
北 九 州 市  
千 葉 市  
仙 台 市  
さ い た ま 市  
福 岡 市  
札 幌 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 

３０人以上 

２１.１ 
３８.３ 
２７.５ 
６９.４ 
２８.８ 
３７.１ 
３０.１ 
３６.１ 
３４.３ 
５０.３ 
４１.５ 
３０.０ 
２６.０ 
１７.７ 

５,０９９,８４６ 
４,２６８,９２４ 
４,１３５,８１６ 
３,８５８,３８７ 
３,４９４,５８６ 
２,５０８,４３３ 
２,２２６,４７６ 
１,７６６,６７２ 
１,７５２,６１８ 
９９４,２７３ 
７７１,３２５ 
６９０,９４４ 
６１８,８４０ 
５５０,２６３ 

製造品出荷額等 
事　業　所　数 

１,１３４ 
５５６ 
８６２ 
２６２ 
５７７ 
３２０ 
３６４ 
２３５ 
２９３ 
１１５ 
１１０ 
１２９ 
１５０ 
２２２ 

４～２９人 

１５,９９７ 
２,９０７ 
７,９０６ 
１,５１４ 
５,６０６ 
１,８６８ 
２,９９１ 
１,２０９ 
９４９ 
４１４ 
５７０ 
７８２ 
９５４ 
１,０６５ 

総　数 

１７,１３１ 
３,４６３ 
８,７６８ 
１,７７６ 
６,１８３ 
２,１８８ 
３,３５５ 
１,４４４ 
１,２４２ 
５２９ 
６８０ 
９１１ 
１,１０４ 
１,２８７ 

従業者数 

２４１,６４４ 
１１１,５８５ 
１５０,３６０ 
５５,６２７ 
１２１,４７９ 
６７,６０２ 
７４,０７８ 
４８,９６２ 
５１,０７８ 
１９,７６７ 
１８,５８５ 
２３,０６１ 
２３,７６９ 
３１,１０７ 

従業者１人 
当たり製造 
品出荷額等 

小　売　業 

工業（製造品出荷額等） 33 従業者１人当たり製造品出荷額等はダントツ１位 

商業（卸売／小売販売比率） 44 卸売機能の少なさが目立つ川崎市 
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　平成１２年の国勢調査の結果から住宅に住む一般世帯の住宅の所有関係をみると、持ち家に住む世帯
の割合は、各都市とも全国平均の６１.１％を下回っています。川崎市の持ち家の割合は４３.１％で福岡市、
大阪市、東京都区部に次いで４番目に低く、大都市の中でも下位に属しています。 
　一方、借家の割合は持ち家の割合とは逆に本市は４番目に高くなっています。 
　居住水準で「１世帯当たり面積」をみると、本市は比較的単独世帯の割合が高く、借家の割合も高いた
め、大阪市、東京都区部に次いで下から３番目となっています。また、「１人当たり面積」も大阪市に次いで
下から２番目となっています。 

データチェック 

　外国貿易額をみると、輸出では名古屋市、輸入では東京都区部が最大の貿易額となっています。川崎市は輸入額
が多く、総額で千葉市に次いで第７位となっています。 
　外国貿易貨物数量は出貨、入貨ともに名古屋市と横浜市が特に多くなっています。川崎市は、入貨量が５１,３２２千
トンで、出貨量が４,６９８千トンで際立った入超となっており、入貨量で名古屋市に次いで第２位となっています。品種
別に見ると川崎市は、鉱産品や化学工業品の入貨量が多く、製造業を中心とした「ものづくり都市」の姿が見えます。 
　内国貿易貨物量は、東京都区部、大阪市、神戸市、横浜市、福岡市で大幅な入超となっていますが、川崎市は大幅
な出超となっています。 

データチェック 

持ち家 間借り 

総　額 

１１２,３０７ 
９９,４０４ 
９８,６６２ 
７１,０６８ 
５０,８２１ 
３５,１５９ 
２４,６２０ 
１５,６８９ 
１３,１８０ 
７,５５２ 
５,７９９ 
３,９５４ 
－ 
－ 

入　貨 

３０,３５６ 
２９,３９９ 
２９,２１８ 
２５,７２４ 
３３,９５８ 
５,８９８ 
１４,１８３ 
１５,８２２ 
３２,７７４ 
４,６４１ 
１０,０２７ 
－ 
－ 
－ 

出　貨 

３２,７９３ 
１６,０７３ 
２０,２８２ 
１６,６９６ 
２４,５７３ 
２,５３２ 
２３,４１１ 
７,６９８ 
２８,８２６ 
３,８４０ 
６,５０９ 
－ 
－ 
－ 

都　市　名 

名 古 屋 市  
東 京 都 区 部  
横 浜 市  
神 戸 市  
大 阪 市  
千 葉 市  
川 崎 市  
福 岡 市  
北 九 州 市  
広 島 市  
仙 台 市  
京 都 市  
札 幌 市  
さ い た ま 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 

（単位：億円、千トン）（平成16年） 

内国貿易貨物量 

（単位：戸・㎡）（平成12年10月1日） 

都　市　名 

千 葉 市  
横 浜 市  
神 戸 市  
京 都 市  
北 九 州 市  
広 島 市  
札 幌 市  
名 古 屋 市  
仙 台 市  
川 崎 市  
東 京 都 区 部  
大 阪 市  
福 岡 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 

３３４,４７１ 
１,３００,６９６ 
５９１,９０５ 
５９８,１７２ 
３９７,８５１ 
４４８,８６１ 
７５０,６２７ 
８５２,６８０ 
４１２,４８８ 
５１０,６７７ 
３,６５２,９９１ 
１,１２７,８７９ 
５７８,７４８ 

住宅に住む 
一般世帯 

４３,０２３ 
９０,７４５ 
９４,９０３ 
４０,０１４ 
５１,２５８ 
２３,８１２ 
３８,１７１ 
１０６,６８３ 
１７,８９０ 
２９,４６１ 
３０８,８４６ 
１４５,９２９ 
６６,１１０ 

（国勢調査） 

借　　家 

民営借家 公的借家 

８０,１１７ 
３９７,６７４ 
１４３,９３４ 
２１７,７３４ 
１１６,５９８ 
１６８,０３３ 
３０５,６４１ 
２９８,９８８ 
１７７,５６５ 
２２０,７０１ 
１,５５２,９８４ 
４９６,９９３ 
２５８,６９０ 

２.７０ 
０.７９ 
２.３１ 
２.１８ 
０.６７ 
０.３８ 
０.６４ 
１.８２ 
１.２２ 
３.６３ 
０.８６ 
１１.３６ 
－ 
－ 

輸出／輸入 
比率 入　貨 

７４,７１９ 
２７,５７２ 
４１,００９ 
２４,４５１ 
２４,２３４ 
１７,９５６ 
５１,３２２ 
８,５８１ 
２４,６９２ 
１,６４０ 
７,６６３ 
－ 
－ 
－ 

出　貨 

４４,４２２ 
１８,３８２ 
３６,４５１ 
１８,７９０ 
１０,３８１ 
２,１７６ 
４,６９８ 
４,３４３ 
７,４４０ 
１,８６１ 
１,１４９ 
－ 
－ 
－ 

外国貿易貨物量 

輸　入 

３０,３７９ 
５５,４４１ 
２９,８０３ 
２２,３４４ 
３０,４７８ 
２５,５５７ 
１４,９７３ 
５,５７１ 
５,９４８ 
１,６３０ 
３,１１５ 
３２０ 
－ 
－ 

外 国 貿 易 額 

輸　出 

８１,９２９ 
４３,９６３ 
６８,８５９ 
４８,７２４ 
２０,３４３ 
９,６０３ 
９,６４７ 
１０,１１８ 
７,２３２ 
５,９２２ 
２,６８４ 
３,６３４ 
－ 
－ 

給与住宅 

１９,７００ 
６８,１１８ 
１９,６９７ 
１４,９７１ 
１６,６８７ 
２８,４９９ 
２９,０８０ 
４５,８１９ 
２５,０２０ 
３１,７４０ 
１７８,０７５ 
２７,０９６ 
３１,３７２ 

１８７,６４９ 
７２４,８４４ 
３２６,５６９ 
３１７,４６４ 
２０８,９９７ 
２２２,３７２ 
３６１,８９７ 
３９３,４１８ 
１８８,４７６ 
２２０,２０４ 
１,５３５,２０９ 
４４５,８００ 
２１５,７９６ 

３,９８２ 
１９,３１５ 
６,８０２ 
７,９８９ 
４,３１１ 
６,１４５ 
１５,８３８ 
７,７７２ 
３,５３７ 
８,５７１ 
７７,８７７ 
１２,０６１ 
６,７８０ 

持ち家率 

５６.１％ 
５５.７％ 
５５.２％ 
５３.１％ 
５２.５％ 
４９.５％ 
４８.２％ 
４６.１％ 
４５.７％ 
４３.１％ 
４２.０％ 
３９.５％ 
３７.３％ 

１世帯当たり 
面  積 

７７.９ 
７２.２ 
７５.２ 
７１.６ 
７９.０ 
７７.６ 
７６.４ 
７６.５ 
７６.３ 
６２.０ 
６０.４ 
５７.７ 
６７.０ 

１人当たり 
面  積 

３０.２ 
２８.２ 
３０.５ 
３０.２ 
３２.１ 
３１.７ 
３２.７ 
３１.１ 
３２.０ 
２６.２ 
２８.０ 
２５.７ 
３０.０ 

外国貿易額（港の貿易） 55 外国貿易入貨数量は名古屋市に次いで第２位 
 

住宅・持ち家率 66 千葉、横浜など５都市で持ち家割合が５割上回る 
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　１人当たりの市民所得の大都市平均は３０９万円で、１人当たりの国民所得２８９万円と比べて２０万円上回
っています。川崎市は３１７万円で大都市中、第５位となっています。 
　市民所得総額では、東京都を除くと横浜市が１１兆３,０７７億円で最も多く、次いで大阪市、名古屋市など
となっており、川崎市は４兆９５７億円で８番目となっています。構成比でみると、雇用者報酬の割合は大都
市平均が７３.５％であるのに対し川崎市は８３.３％と高く、逆に企業所得の割合は大都市平均２４.７％に比べ
て１５.６％と低くなっています。 

データチェック 

　平成１６年度末の市（都）内有料駐車場施設数は、東京都区部、大阪市、名古屋市の順となっており、川崎

市は第１３位ですが、１㎞2当たりの施設数は千葉市に次いで第７位となっています。また、前年と比べると、

有料駐車場施設数は札幌市を除くすべての都市で増加しています。 

　自動車台数の総数は、東京都区部、横浜市、名古屋市の順となっており、川崎市は第１３位となっていま

す。 

データチェック 

その他 

４４８ 
１,８８４ 
５１４ 
２９６ 
７５９ 
２０５ 
２７９ 
３０４ 
２０６ 
２８７ 
２２３ 
４７６ 
２４５ 
２０７ 

軽自動車 

１,７６９ 
３,７９１ 
１,８８９ 
１,４５９ 
２,３３８ 
７５２ 
８１１ 
１,３６３ 
８０７ 
１,４００ 
１,２３５ 
１,７９６ 
１,７５８ 
１,７２８ 

都　市　名 

大 阪 市  
東 京 都 区 部  
名 古 屋 市  
福 岡 市  
横 浜 市  
千 葉 市  
川 崎 市  
神 戸 市  
さ い た ま 市  
京 都 市  
仙 台 市  
札 幌 市  
広 島 市  
北 九 州 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 

（単位：百台）（平成16年度末） 

（単位：百万円）（平成15年度） 

自　動　車　台　数 市（都）内有料駐車場（５００㎡以上） 

乗用自動車 

５,３００ 
１７,８４２ 
８,５４３ 
４,３６３ 
１０,２５６ 
３,２５３ 
３,１６６ 
４,０４９ 
３,３９７ 
３,７８２ 
３,８３４ 
６,７５０ 
３,６８９ 
３,１４４ 

バス 

２５ 
８９ 
３１ 
２５ 
３９ 
１２ 
１６ 
２１ 
１２ 
２４ 
１８ 
３２ 
２１ 
１９ 

貨物自動車 

１,３７６ 
３,６２０ 
１,６６３ 
７１７ 
１,２８６ 
４４５ 
４４０ 
５５８ 
４２４ 
６０９ 
６２３ 
１,０４２ 
５６４ 
５５９ 

総　数 

８,９１８ 
２７,２２６ 
１２,６３９ 
６,８６０ 
１４,１３３ 
４,６６７ 
４,７１１ 
６,２９５ 
４,８４６ 
６,１０１ 
５,９３３ 
１０,０９６ 
６,２７７ 
５,６６８ 

収容可能台数 

８３２ 
１,４７４ 
７０４ 
５７９ 
８１７ 
３５３ 
１１１ 
５１９ 
１００ 
３１９ 
３１８ 
５５６ 
２４０ 
３０２ 

施設数 

８２４ 
８５２ 
３３９ 
３１９ 
３３８ 
１２１ 
６４ 
２２７ 
５６ 
１７７ 
２０８ 
２７８ 
１７９ 
１０１ 

施設数 
（１㎞2当たり） 

３.７１ 
１.３７ 
１.０４ 
０.９４ 
０.７８ 
０.４４ 
０.４４ 
０.４１ 
０.３３ 
０.２９ 
０.２６ 
０.２５ 
０.２４ 
０.２１ 

都　市　名 

 
東 京 都  
千 葉 市  
名 古 屋 市  
横 浜 市  
川 崎 市  
大 阪 市  
広 島 市  
仙 台 市  
京 都 市  
福 岡 市  
札 幌 市  
神 戸 市  
北 九 州 市  

 
１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 

企業所得 

 
１５,９０９,２００ 
８０３,４５０ 
２,２４４,６４２ 
１,５４２,６７８ 
６３８,０４２ 
１,８４４,５６３ 
８７５,１１６ 
７８１,９３１ 
１,５０９,２０２ 
９０９,１５２ 
１,３３１,４９１ 
９８２,４５５ 
５６４,８４０ 

市　民　所　得 

財産所得 
  

１,９２９,０００ 
８２,７７７ 
１１,５４４ 
１７２,７３４ 
４７,７５８ 
４９５,１６５ 
５７,２０３ 
▲ ２,１７３ 
３,９７１ 
７６,９０６ 
８５,７３１ 
４４,４４０ 
５１,０６６ 

雇用者報酬 

 
３４,６８４,４００ 
２,１６９,４０１ 
４,９４６,８３７ 
９,５９２,３３７ 
３,４０９,９２９ 
５,７５６,６７４ 
２,５０５,１７１ 
２,２６６,９２２ 
２,７７６,７３３ 
２,９５２,８４７ 
３,６８６,５０７ 
３,１２５,１３９ 
１,９５６,７０９ 

総　額 

 
５２,５２２,６００ 
３,０５５,６２８ 
７,２０３,０２３ 
１１,３０７,７４９ 
４,０９５,７３０ 
８,０９６,４０２ 
３,４３７,４９０ 
３,０４６,６８０ 
４,２８９,９０６ 
３,９３８,９０６ 
５,１０３,７２９ 
４,１５２,０３４ 
２,５７２,６１６ 

 
３０.３％ 
２６.３％ 
３１.２％ 
１３.６％ 
１５.６％ 
２２.８％ 
２５.５％ 
２５.７％ 
３５.２％ 
２３.１％ 
２６.１％ 
２３.７％ 
２２.０％ 

企業所得 
割　合 

 
３.７％ 
２.７％ 
０.２％ 
１.５％ 
１.２％ 
６.１％ 
１.７％ 
▲０.１％ 
０.１％ 
２.０％ 
１.７％ 
１.１％ 
２.０％ 

財産所得 
割 　合 

 
６６.０％ 
７１.０％ 
６８.７％ 
８４.８％ 
８３.３％ 
７１.１％ 
７２.９％ 
７４.４％ 
６４.７％ 
７５.０％ 
７２.２％ 
７５.３％ 
７６.１％ 

雇用者報酬 
割　合 

（千円） 
４,２４６ 
３,３４８ 
３,２８４ 
３,２０６ 
３,１６６ 
３,０８２ 
３,０１９ 
２,９７８ 
２,９２７ 
２,８５５ 
２,７４０ 
２,７３９ 
２,５６４ 

１人当たり 
市民所得 

市（都）内有料駐車場数及び自動車台数 77 市（都）内有料駐車場施設数は増加傾向 

市民経済計算（１人当たり市民所得） 88 雇用者所得割合が高い川崎市 
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　平成１７年１０月の人口は、東京都区部、横浜市、大阪市の順となっており、川崎市は福岡市に次いで第９
位となっています。 
　予算規模は、人口と同様に大都市中、第１１位となっていますが、税収額では神戸市、福岡市を上回り第
６位となっています。予算に占める税収額の割合をみると、東京都区部が最も高く、次いで横浜市、川崎市、
さいたま市となっており、首都圏の大都市で高くなっています。 

データチェック 

　平成１６年の人口千人当たりの刑法犯認知件数と検挙率を１４大都市で比較すると、本市は、「刑法犯認
知件数（人口千人当たり）」が広島市、横浜市に次いで３番目に少なく、「検挙率」は北九州市、福岡市、広
島市、東京都区部に次いで５番目に高いことが挙げられ、このことから、大都市の中では、比較的安全な都
市と言えます。 

データチェック 

（平成16年） 

都　市　名 

 
東 京 都 区 部  
横 浜 市  
大 阪 市  
名 古 屋 市  
札 幌 市  
神 戸 市  
京 都 市  
福 岡 市  
川 崎 市  
広 島 市  
さ い た ま 市  
仙 台 市  
北 九 州 市  
千 葉 市  

 
１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 

 
８,４８３,１４０ 
３,５７９,１３３ 
２,６２８,７７６ 
２,２１５,０３１ 
１,８８０,８７５ 
１,５２５,３８９ 
１,４７４,７６４ 
１,４００,６２１ 
１,３２７,００９ 
１,１５４,５９５ 
１,１７６,２６９ 
１,０２４,９４７ 
９９３,４８３ 
９２４,３５３ 

人  口 

＊面積は平成１６年１０月１日。 
＊人口・世帯数・区数は平成１７年１０月１日（国勢調査速報値）。 
＊予算は平成１７年度一般会計当初予算、税収額は平成１６年度収入済税額。東京都区部は「都」の数値です。 

都　市　名 

広 島 市  
横 浜 市  
川 崎 市  
札 幌 市  
仙 台 市  
東 京 都 区 部  
北 九 州 市  
神 戸 市  
京 都 市  
さ い た ま 市  
千 葉 市  
福 岡 市  
名 古 屋 市  
大 阪 市  

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 
１１ 
１２ 
１３ 
１４ 

２３,８３７ 
７４,６６７ 
２７,４３７ 
３９,７９５ 
２２,１１１ 
２０６,６９５ 
２６,５６２ 
４１,７２８ 
４２,３９５ 
３１,２３８ 
２７,５９０ 
４６,６７１ 
８３,９０８ 
１１１,３５０ 

認　知　件　数 

７,４９６ 
１８,８１４ 
７,５７１ 
９,１６６ 
６,０５８ 
６１,６８３ 
１１,４５２ 
８,８６３ 
１０,１９６ 
５,６１９ 
７,０７７ 
１６,１６６ 
１９,８２５ 
１８,５７７ 

検　挙　件　数 

２０.８ 
２１.０ 
２１.０ 
２１.３ 
２１.６ 
２４.６ 
２６.６ 
２７.５ 
２９.０ 
２９.３ 
３０.０ 
３３.６ 
３８.１ 
４２.４ 

刑法犯認知件数 
（人口千人当たり） 

３１.４％ 
２５.２％ 
２７.６％ 
２３.０％ 
２７.４％ 
２９.８％ 
４３.１％ 
２１.２％ 
２４.１％ 
１８.０％ 
２５.７％ 
３４.６％ 
２３.６％ 
１６.７％ 

検　挙　率 

 
４,１３７,１６７ 
１,４７７,５８７ 
１,２４２,４８９ 
９５４,８５７ 
８３７,３７１ 
６４３,１００ 
６５３,２５３ 
６４８,３３３ 
５９４,７１８ 
４８７,４７１ 
４６０,０１３ 
４３９,２８２ 
４１３,３９２ 
３７３,６０７ 

世 帯 数 

 
６２１.４９ 
４３４.９８ 
２２１.９６ 
３２６.４５ 
１,１２１.１２ 
５５１.４０ 
６１０.２２ 
３４０.６０ 
１４４.３５ 
７４２.１４ 
１６８.３３ 
７８８.０９ 
４８６.８１ 
２７２.０８ 

面　積 

 
２３ 
１８ 
２４ 
１６ 
１０ 
９ 
１１ 
７ 
７ 
８ 
１０ 
５ 
７ 
６ 

区　数 

（百万円） 
５,８５４,０００ 
１,２８４,２５１ 
１,７２８,４８３ 
９８８,７１７ 
７９３,５００ 
１,１０５,３４５ 
６９０,１６０ 
６９２,７２６ 
５１０,５９７ 
５２７,２６４ 
３６３,４６５ 
４１１,２３１ 
５２９,２５０ 
３４１,６００ 

予　算 

（百万円） 
４,２５２,８７３ 
６５３,２０９ 
６１８,５００ 
４６１,０７８ 
２５８,２５５ 
２５０,５８０ 
２２９,８２４ 
２４９,１９６ 
２５４,７５９ 
１９４,１０２ 
１７３,１４７ 
１６４,８６２ 
１５１,９９０ 
１５６,９５０ 

税 収 額 

 
７２.６％ 
５０.９％ 
３５.８％ 
４６.６％ 
３２.５％ 
２２.７％ 
３３.３％ 
３６.０％ 
４９.９％ 
３６.８％ 
４７.６％ 
４０.１％ 
２８.７％ 
４５.９％ 

税収・ 
予算比率 

刑法犯認知件数及び検挙率 99 大都市の中で、比較的安全な都市 

市　勢 1010 予算に占める税収割合は川崎市を含め首都圏大都市で高い 



 
川崎市隣接広域 

データ編 
 《川崎市隣接広域データの対象区・市》 

　川崎市7行政区と川崎市に隣接等してい
る東京都の大田区、目黒区、世田谷区の
3特別区と狛江市、調布市、稲城市、町
田市の4市及び横浜市の鶴見区、港北区、
都筑区、青葉区の4行政区の計14区4
市としています。 
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多摩市 

稲城市 

麻生区 

町田市 

川崎市 

青葉区 

都筑区 

港北区 

鶴見区 
幸区 

中原区 

川崎区 

大田区 

目黒区 

世田谷区 
高津区 

宮前区 

多摩区 狛江市 

調布市 

東京都 

横浜市 

川崎市隣接広域地図 11
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区　分 

単　位 

川崎市 
川崎区 
幸　区 
中原区 
高津区 
宮前区 
多摩区 
麻生区 

 
東京特別区 

大田区 
目黒区 
世田谷区 
狛江市 
調布市 
稲城市 
町田市 
 

横浜市 
鶴見区 
港北区 
都築区 
青葉区 

調査時点 

算出方法 

人 

８,６５９ 
４,８２２ 
１３,５２７ 
１３,３９０ 
１０,６５０ 
１０,７５５ 
９,６４４ 
６,１５５ 

 
１３,０８９ 
１０,９３７ 
１７,０１６ 
１４,０３１ 
１１,８４８ 
９,５１０ 
３,８５３ 
５,２７１ 

 
７,８７８ 
７,８４８ 
９,３８２ 
５,５６３ 
７,７０２ 

平成１２年１０月 

総人口÷総面積 

１５歳未満 
人口割合 
％ 

１３.７  
１２.４  
１２.７  
１２.８  
１３.９  
１６.０  
１３.６  
１３.９  

 
１１.１  
１１.３  
９.６  
１０.３  
１０.８  
１１.９  
１５.２  
１３.１  

 
１３.９  
１３.３  
１２.８  
１９.９  
１６.４  

平成１２年１０月 

年少人口÷総人口 

１５～６４歳 
人口割合 
％ 

７３.９  
７１.３  
７１.８  
７５.０  
７５.３  
７４.４  
７５.７  
７２.９  

 
７２.０  
７２.４  
６９.５  
７１.８  
７３.８  
７３.８  
７３.２  
７２.３  

 
７１.９  
７２.２  
７４.３  
７１.１  
７３.９  

平成１２年１０月 

生産年齢人口 
÷総人口 

６５歳以上 
人口割合 
％ 

１２.４  
１６.３  
１５.５  
１２.１  
１０.８  
９.４  
１０.６  
１３.１  

 
１６.４  
１６.３  
１６.７  
１５.７  
１５.４  
１４.３  
１１.５  
１４.３  

 
１３.９  
１４.１  
１２.４  
８.１  
９.７  

平成１２年１０月 

老年人口÷総人口 

１世帯当たり 
人員 

高齢者単身 
世帯割合 

人 

２.３０  
２.２６  
２.３７  
２.０９  
２.２８  
２.５３  
２.２０  
２.５２  

 
２.１３  
２.１９  
１.９６  
２.０１  
２.１２  
２.１７  
２.５８  
２.５９  

 
２.５０  
２.３３  
２.２７  
２.８１  
２.６４  

平成１２年１０月 

総人口÷世帯数 

％ 

４.６  
６.９  
６.３  
４.４  
３.８  
３.２  
３.６  
４.７  
 

７.９  
７.３  
８.５  
７.６  
５.９  
５.５  
４.３  
５.１  
 

５.４  
５.９  
４.４  
２.９  
３.３  

平成１２年１０月 

高齢者単身世帯数 
÷世帯数 

人口密度 
（面積１㎞２当たり） 

区　分 

単　位 

川崎市 
川崎区 
幸　区 
中原区 
高津区 
宮前区 
多摩区 
麻生区 

 
東京特別区 

大田区 
目黒区 
世田谷区 
狛江市 
調布市 
稲城市 
町田市 
 

横浜市 
鶴見区 
港北区 
都築区 
青葉区 

調査時点 

算出方法 

％ 

８７.８  
１３４.６  
９０.３  
９０.１  
８２.２  
６７.９  
７４.０  
７２.４  

 
１３６.８  
１００.８  
１０６.９  
８６.７  
７０.７  
８７.２  
８０.２  
８７.６  

 
９０.２  
９５.２  
９４.０  
９７.２  
７３.０  

平成１２年１０月 

昼間人口÷総人口 

製造品出荷額等 
（従業者１人当たり） 

百万円 

６９.４  
１１８.６  
２０.０  
６２.０  
２３.０  
１６.２  
１４.２  
１８.５  

 
２１.１  
２２.２  
１８.２  
１９.１  
２５.９  
２４.６  
１８.５  
１５.０  

 
３８.３  
４３.６  
２１.６  
２５.１  
２５.３  

平成１６年１２月 

製造品出荷額等 
÷従業者数 

年間商品販売額 
（従業者１人当たり） 

百万円 

３５.３  
３３.１  
７６.０  
３６.０  
２４.４  
３８.８  
１７.４  
１８.８  

 
１２１.７  
８１.８  
４６.１  
３０.２  
１８.３  
２７.５  
１７.０  
２６.３  

 
３６.８  
２７.３  
５１.３  
３９.２  
２５.３  

平成１６年６月 

年間商品販売額 
÷従業者数 

教員１人当たり 
小学校児童数 

人 

１９.９  
１７.９  
１８.３  
１９.６  
２０.９  
２１.８  
２０.６  
１９.５  

 
１９.０  
２０.５  
１８.２  
２０.５  
１９.３  
１９.９  
１９.６  
２０.７  

 
２０.５  
２１.１  
２１.５  
２２.３  
２１.７  

平成１６年５月 

児童数÷教員数 

火災出火件数 
（人口１０万人当たり） 

刑法犯認知件数 
（人口千人当たり） 

件 

２０.３  
３４.０  
２４.２  
２２.２  
２０.３  
１４.５  
１１.２  
１６.２  

 
３４.８  
３０.３  
２３.６  
２２.７  
１８.５  
２５.４  
１８.８  
２２.８  

 
１７.９  
２２.４  
１６.３  
１６.１  
１２.２  

平成１５年 

火災出火件数 
÷総人口 

件 

２１.９  
３７.０  
２１.９  
２４.８  
２０.７  
１２.２  
１９.２  
１６.５  

 
２５.４  
１５.４  
１７.９  
１８.５  
… 
… 
… 

２２.４  
 

２１.８  
２３.７  
２４.１  
２５.４  
１７.６   

平成１６年 

刑法犯認知件数 
÷総人口 

昼夜間人口 
比率 

指標値 22
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区　分 

川崎市 

川崎区 

幸　区 

中原区 

高津区 

宮前区 

多摩区 

麻生区 

 

東京特別区 

大田区 

目黒区 

世田谷区 

狛江市 

調布市 

稲城市 

町田市 

 

横浜市 

鶴見区 

港北区 

都築区 

青葉区 

調査時点 

単　位 

面　積 

１４４.３５ 

４０.２５ 

１０.０９ 

１４.８１ 

１７.１０ 

１８.６０ 

２０.３９ 

２３.１１ 

 

６２１.４９ 

５９.４６ 

１４.７０ 

５８.０８ 

６.３９ 

２１.５３ 

１７.９７ 

７１.６２ 

 

４３４.９８ 

３２.３８ 

３１.３７ 

２７.８８ 

３５.０６ 

平成１６年１０月 

㎞
2

世帯数 

５４３,０８８ 

８５,７１８ 

５７,５８２ 

９５,０７５ 

７９,９５３ 

７９,０８６ 

８９,３０８ 

５６,３６６ 

 

３,８１０,９１９ 

２９７,３４０ 

１２７,８７８ 

４０４,７９２ 

３５,７３５ 

９４,１４９ 

２６,８３１ 

１４５,７６４ 

 

１,３７０,３４６ 

１０８,９７５ 

１２９,７６６ 

５５,２７０ 

１０２,１３５ 

平成１２年１０月 

世帯数 

人　口 

１,２４９,９０５ 

１９４,０９１ 

１３６,４８７ 

１９８,３００ 

１８２,１１２ 

２００,０４０ 

１９６,６３７ 

１４２,２３８ 

 

８,１３４,６８８ 

６５０,３３１ 

２５０,１４０ 

８１４,９０１ 

７５,７１１ 

２０４,７５９ 

６９,２３５ 

３７７,４９４ 

 

３,４２６,６５１ 

２５４,１０３ 

２９４,３０５ 

１５５,０９２ 

２７０,０４４ 

平成１２年１０月 

人 

昼間人口 

１,０９７,０９０ 

２６１,２０９ 

１２３,１８０ 

１７８,６８３ 

１４９,７３６ 

１３５,９１３ 

１４５,４１６ 

１０２,９５３ 

 

１１,１２５,１３５ 

６５５,５７３ 

２６７,３２２ 

７０６,５２２ 

５３,５４０ 

１７８,６２６ 

５５,５２１ 

３３０,６５１ 

 

３,０９１,１６６ 

２４１,８９７ 

２７６,６７４ 

１５０,７０７ 

１９７,１３１ 

平成１２年１０月 

人 

１５歳未満 
人口 

１７０,６７０ 

２４,０１３ 

１７,２８３ 

２５,４６０ 

２５,２９６ 

３２,０７９ 

２６,７７８ 

１９,７６１ 

 

９００,２０８ 

７３,６９８ 

２３,９３３ 

８４,１４１ 

８,１５６ 

２４,３０１ 

１０,５２１ 

４９,６１１ 

 

４７４,６５６ 

３３,９００ 

３７,６９１ 

３０,８５４ 

４４,１６３ 

平成１２年１０月 

人 

１５～６４歳 
人口 

９２３,６５５ 

１３８,３７１ 

９７,９７５ 

１４８,７５８ 

１３７,１２４ 

１４８,９１１ 

１４８,８４４ 

１０３,６７２ 

 

５,８５５,７７１ 

４７０,７０８ 

１７３,８３８ 

５８４,７３３ 

５５,８６９ 

１５１,１１４ 

５０,７０５ 

２７３,０８８ 

 

２,４６３,１５１ 

１８３,５０８ 

２１８,６４２ 

１１０,３０８ 

１９９,４６６ 

平成１２年１０月 

人 

６５歳以上 
人口 

１５４,７０４ 

３１,５４５ 

２１,１４２ 

２４,０５５ 

１９,６４２ 

１８,８４２ 

２０,８６３ 

１８,６１５ 

 

１,３３６,２８９ 

１０５,９１７ 

４１,７１８ 

１２８,０００ 

１１,６８０ 

２９,３３７ 

７,９８３ 

５４,１０９ 

 

４７７,０５３ 

３５,８３３ 

３６,４００ 

１２,５０７ 

２６,２６５ 

平成１２年１０月 

人 

１世帯当たり 
人員 

２.３０ 

２.２６ 

２.３７ 

２.０９ 

２.２８ 

２.５３ 

２.２０ 

２.５２ 

 

２.１３ 

２.１９ 

１.９６ 

２.０１ 

２.１２ 

２.１７ 

２.５８ 

２.５９ 

 

２.５０ 

２.３３ 

２.２７ 

２.８１ 

２.６４ 

平成１２年１０月 

人 

高齢者 
単身世帯 

２５,１２７ 

５,８７２ 

３,６４３ 

４,１８７ 

３,０５９ 

２,５５２ 

３,１７８ 

２,６３６ 

 

２９９,３５８ 

２１,６６１ 

１０,８１０ 

３０,８２８ 

２,０９６ 

５,１５９ 

１,１６０ 

７,５０４ 

 

７３,９９０ 

６,４４１ 

５,７１９ 

１,６１２ 

３,３７４ 

平成１２年１０月 

世　帯 

区　分 

川崎市 

川崎区 

幸　区 

中原区 

高津区 

宮前区 

多摩区 

麻生区 

 

東京特別区 

大田区 

目黒区 

世田谷区 

狛江市 

調布市 

稲城市 

町田市 

 

横浜市 

鶴見区 

港北区 

都築区 

青葉区 

調査時点 

単　位 

製造品 
出荷額等 

３,８５８,３８７ 

２,７８３,３８４ 

１３０,８６５ 

６３５,３５３ 

２０７,０１４ 

３７,０２５ 

３４,７１０ 

３０,０３６ 

 

５,０９９,８４６ 

７３３,５５２ 

７０,７１８ 

７０,９６０ 

３１,１７２ 

９６,５８２ 

４３,７４０ 

８１,５０２ 

 

４,２６８,９２４ 

６７１,６９３ 

３０６,９４７ 

４５０,９９１ 

４３,０１６ 

平成１６年１２月 

百万円 

製造業 
従業者数 

５５,６２７ 

２３,４７３ 

６,５５５ 

１０,２４８ 

９,００１ 

２,２８２ 

２,４４３ 

１,６２５ 

 

２４１,６４４ 

３３,０２６ 

３,８８９ 

３,７１２ 

１,２０４ 

３,９２４ 

２,３６７ 

５,４１９ 

 

１１１,５８５ 

１５,３９７ 

１４,２３９ 

１７,９７４ 

１,６９７ 

平成１６年１２月 

人 

年間商品 
販売額 

３,０３９,５６７ 

７５５,７５５ 

７６４,８０４ 

４８１,１４２ 

２７３,９８９ 

４６５,０４１ 

１５８,０００ 

１４０,８３７ 

 

１６９,１１４,６０８ 

５,４８０,７１７ 

１,１６６,９８１ 

１,７０５,６９６ 

６３,４７２ 

４３１,９４９ 

５１,５６６ 

７５０,１３９ 

 

９,３１０,５０９ 

４４２,７６０ 

１,２３５,４５３ 

６１９,９５５ 

３７２,６２０ 

平成１６年６月 

百万円 

商業 
従業者数 

８５,９９８ 

２２,８１１ 

１０,０６０ 

１３,３４８ 

１１,２４６ 

１１,９７２ 

９,０６１ 

７,５００ 

 

１,３９０,０２１ 

６６,９６６ 

２５,２９８ 

５６,４００ 

３,４７７ 

１５,６９８ 

３,０４１ 

２８,５６５ 

 

２５３,０２６ 

１６,２２８ 

２４,０６０ 

１５,８３２ 

１４,７１８ 

平成１６年６月 

人 

小学校 
児童数 

６７,１６１ 

９,３５８ 

６,２３３ 

９,９６５ 

１０,６７９ 

１２,４００ 

９,９０６ 

８,６２０ 

 

３５８,３４６ 

２８,４４４ 

９,３３０ 

３３,７９９ 

３,０９２ 

１０,２６２ 

４,４８８ 

２２,１１２ 

 

１８９,６９８ 

１２,９２９ 

１４,６３８ 

１４,１８３ 

１８,５６９ 

平成１６年５月 

人 

小学校 
教員数 

３,３７７ 

５２３ 

３４１ 

５０８ 

５１１ 

５７０ 

４８１ 

４４３ 

 

１８,８４４ 

１,３８８ 

５１３ 

１,６４７ 

１６０ 

５１５ 

２２９ 

１,０７０ 

 

９,２３３ 

６１２ 

６８１ 

６３６ 

８５６ 

平成１６年５月 

人 

保育所入所 
待機児童数 

７５５ 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

… 

 

２,５８３ 

２３８ 

３５ 

１９２ 

３３ 

１３４ 

４７ 

３８３ 

 

１,１９０ 

… 

… 

… 

… 

平成１６年４月 

人 

保育所 
在所児数 

１１,２５５ 

１,９０４ 

１,３３０ 

１,９００ 

１,５９２ 

１,４９５ 

２,０３７ 

９９７ 

 

１０１,３８４ 

８,２３６ 

２,３２１ 

６,６７９ 

８９７ 

２,２９９ 

１,４５６ 

４,０７３ 

 

２５,８３７ 

１,７７５ 

２,１２６ 

１,７７０ 

１,８１１ 

平成１５年１０月 

人 

建物火災 
出火件数 

２５４ 

６６ 

３３ 

４４ 

３７ 

２９ 

２２ 

２３ 

 

２,８３０ 

１９７ 

５９ 

１８５ 

１４ 

５２ 

１３ 

８６ 

 

６１５ 

５７ 

４８ 

２５ 

３３ 

平成１５年 

件 

刑法犯 
認知件数 

２７,４１０ 

７,１８０ 

２,９８７ 

４,９０９ 

３,７７５ 

２,４３２ 

３,７８０ 

２,３４７ 

 

２０６,６９５ 

１０,０００ 

４,４８３ 

１５,０４０ 

… 

… 

… 

８,４５２ 

 

７４,６５５ 

６,０１７ 

７,０９２ 

３,９３３ 

４,７５９ 

平成１６年 

件 

実　数 33
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人　　口 電気・ガス・上下水道 

交通・運輸 

教育・文化 

住居・公園 

労働・社会保障 

衛生・生活・環境 

財政（当初予算額） 

治安・災害 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

工　　業 
 

商　　業 
 

物　　価 

消費（家計） 

市民経済計算 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

０～１４歳人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

大型小売店 

店舗数 

従業員数 

　年間商品販売額 

 

消費者物価指数 

総　合 

食　料 

 

全世帯消費支出 

勤労者世帯 

実収入 

消費支出 

 

市内総生産 

電力・電灯消費量 

うち電灯消費量 

都市ガス消費量 

上水道給水量 

下水道処理区域面積 

 

ＪＲ乗車人員 

私鉄乗車人員 

市バス乗車人員 

自動車台数 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

高等学校 

学校数 

生徒数 

図書館蔵書数 

 

着工新設住宅 

公営住宅戸数 

都市公園面積 

道路総延長 

 

職業紹介状況 

有効求人数 

有効求職者数 

生活保護 

実人員 

保護費 

国民健康保険被保険者数 

 

平均寿命 

男　性 

女　性 

ごみ収集量 

 

予算総額 

一般会計歳入歳出予算 

市税収入額 

市税／一般会計歳入 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

救急出場件数 

６００,０１２ 

１,３３２,０３３ 

６８９,１４２ 

６４２,８９１ 

１０７.２ 

３９.９ 

１３.４ 

７２.３ 

１４.２ 

 

１３,０４５ 

８,１３４ 

１０７,１８８ 

９７,９１４ 

２７,９９３ 

１,０９７,０９０ 

８７.８ 

 

４１,２４９ 

４４７,９８３ 

 

２２３ 

５４５ 

５５８ 

 

１,７７６ 

５５,６２７ 

３,８５８,３８７ 

 

 

１,９５５ 

１９,６４１ 

１,８９９,５４８ 

 

８,３７２ 

６６,３５７ 

１,１４０,０１９ 

 

８０ 

７,５６０ 

２７,９３２,６９０ 

 

（平成１２年＝１００） 

９８.５ 

１０１.３ 

 

３４１,２８４ 

 

６４７,０８８ 

３７８,０８９ 

 

４,７０４,４７４ 

９,３８３,７０５ 

２,７１５,５５０ 

１,０２２,５１７ 

１５２,２９２ 

１０,４７２ 

 

２０,５１５ 

２５,１５８ 

４,６０７ 

４７１,１２１ 

 

 

８９ 

２３,０５５ 

 

１１８ 

６８,０６１ 

 

５７ 

２８,８５８ 

 

２５ 

２１,５６０ 

２,０２７,５５５ 

 

１８,５１２ 

２６,１８０ 

４８９ 

２,４９７ 

 

 

１４６,２８５ 

２１２,１６９ 

 

２２,８６９ 

４１,９８４ 

４３８,３８６ 

 

 

８０.００ 

８７.４７ 

４８８,２１１ 

 

１,２２５,０７６ 

５１０,５９７ 

２５１,７３５ 

４９.３ 

 

７,３９０ 

２７,４３７ 

５４７ 

５７,１３１ 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１８年３月末日 

平成１２年１０月１日 

平成１２年１０月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年 

 

 

平成１６年平均 

平成１６年平均 

 

平成１６年平均１ヵ月間 

 

平成１６年平均１ヵ月間 

平成１６年平均１ヵ月間 

 

平成１５年度 

平成１６年度 

平成１６年度 

平成１６年度 

平成１６年度 

平成１７年３月３１日 

 

平成１６年度中 

平成１６年中 

平成１６年度中 

平成１７年３月３１日 

 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

平成１７年３月３１日 

 

平成１６年中 

平成１７年３月３１日 

平成１７年３月３１日 

平成１７年４月１日 

 

 

平成１６年中 

平成１６年中 

 

平成１６年度月平均 

平成１６年度 

平成１６年度月平均 

 

 

平成１６年 

平成１６年 

平成１７年度 

 

平成１７年度 

平成１７年度 

平成１７年度 

平成１７年度 

 

平成１６年中 

平成１６年中 

平成１６年中 

平成１６年中 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

％ 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

店 

人 

百万円 

 

 

 

 

 

円 

 

円 

円 

 

百万円 

千kwh 

千kwh 

千立方　 

千立方　 

ha 

 

万人 

万人 

万人 

台 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

冊 

 

戸 

戸 

ha 

㎞ 

 

 

人 

人 

 

人 

百万円 

人 

 

 

歳 

歳 

ｔ 

 

百万円 

百万円 

百万円 

％ 

 

件 

件 

件 

件 

メー 
トル 

メー 
トル 

川崎市基礎データ 11
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人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

０～１４歳人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

９５,０８７ 

２０４,４２５ 

１０９,２７３ 

９５,１５２ 

１１４.８ 

４２.６ 

１２.１ 

６９.８ 

１８.０ 

 

１,７６１ 

１,７５９ 

１２,７９７ 

１１,９１５ 

１０,３１０ 

２６１,２０９ 

１３４.７ 

 

１１,９２７ 

１４２,３４９ 

 

－ 

－ 

２ 

 

５３８ 

２３,４７３ 

２,７８３,３８４ 

 

 

５８２ 

６,５１５ 

４６５,７０３ 

 

２,２８７ 

１６,２９６ 

２９０,０５２ 

 

 

１９ 

２,８７６ 

 

２１ 

９,３６３ 

 

１０ 

４,０３０ 

 

１,３５６ 

７,１８８ 

１６９ 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１８年３月末日 

平成１２年１０月１日 

平成１２年１０月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１６年中 

平成１６年中 

平成１６年中 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

％ 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

０～１４歳人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

６３,５４２ 

１４４,６４７ 

７４,６５４ 

６９,９９３ 

１０６.７ 

４２.２ 

１２.３ 

７０.５ 

１７.１ 

 

１,３８７ 

１,１３８ 

１０,７６５ 

８,８２９ 

３,１６５ 

１２３,１８０ 

９０.３ 

 

４,９４１ 

５５,３２３ 

 

１ 

２ 

６ 

 

１８７ 

６,５５５ 

１３０,８６５ 

 

 

２９５ 

３,６４３ 

６６７,８２１ 

 

９７０ 

６,４１７ 

９６,９８３ 

 

 

１２ 

２,７９５ 

 

１４ 

６,３１１ 

 

５ 

２,３５３ 

 

８４８ 

２,９９７ 

６３ 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１８年３月末日 

平成１２年１０月１日 

平成１２年１０月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１６年中 

平成１６年中 

平成１６年中 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

％ 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所

人 

百万円 

 

事業所

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 

川崎区基礎データ 2 幸区基礎データ 32 3



64

人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

０～１４歳人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

１０４,０２６ 

２１１,６３５ 

１１０,８８８ 

１００,７４７ 

１１０.１ 

３９.２ 

１２.７ 

７４.２ 

１３.１ 

 

２,２６８ 

１,２４８ 

２１,３５３ 

１８,０５０ 

３,５６９ 

１７８,６８３ 

９０.１ 

 

６,９５６ 

７７,８９９ 

 

１１ 

４６ 

４７ 

 

２９４ 

１０,２４８ 

６３５,３５３ 

 

 

２３５ 

２,４０５ 

３２５,７５９ 

 

１,６０３ 

１０,９４３ 

１５５,３８２ 

 

 

１４ 

３,１６３ 

 

１９ 

１０,１７０ 

 

１０ 

４,２８６ 

 

１,０６４ 

４,９２１ 

６８ 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１８年３月末日 

平成１２年１０月１日 

平成１２年１０月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１６年中 

平成１６年中 

平成１６年中 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

％ 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所

人 

百万円 

 

 

事業所

人 

百万円 

 

事業所

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

０～１４歳人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

９２,１０２ 

２０２,６５０ 

１０４,１４５ 

９８,５０５ 

１０５.７ 

３８.６ 

１３.９ 

７３.９ 

１２.２ 

 

２,２１８ 

１,１５２ 

１７,０９５ 

１６,４７２ 

３,２９９ 

１４９,７３６ 

８２.２ 

 

５,８９１ 

６２,４３８ 

 

３９ 

８６ 

１１３ 

 

４２６ 

９,００１ 

２０７,０１４ 

 

 

２３３ 

２,０１３ 

９３,０４３ 

 

１,０３２ 

９,２３３ 

１８０,９４６ 

 

 

１１ 

４,０７８ 

 

１６ 

１０,８６９ 

 

６ 

３,７２５ 

 

１,３６９ 

３,７６７ 

８３ 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１８年３月末日 

平成１２年１０月１日 

平成１２年１０月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１６年中 

平成１６年中 

平成１６年中 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

％ 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所

人 

百万円 

 

事業所

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 

中原区基礎データ 4 高津区基礎データ 54 5



65

人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

０～１４歳人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

８４,７７７ 

２０７,８４３ 

１０５,０９１ 

１０２,７５２ 

１０２.３ 

３８.５ 

１５.９ 

７２.０ 

１２.０ 

 

２,２０８ 

９５７ 

１５,６４７ 

１６,２３４ 

２,５９５ 

１３５,９１３ 

６８.０ 

 

４,０５８ 

４０,３８９ 

 

６８ 

１３９ 

１３８ 

 

１３９ 

２,２８２ 

３７,０２５ 

 

 

３８６ 

３,７８９ 

２９４,９３９ 

 

７３５ 

８,１８３ 

１７０,１０２ 

 

 

１１ 

４,０９７ 

 

１６ 

１２,５８３ 

 

８ 

５,１１４ 

 

１,１３６ 

２,４３３ 

５２ 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１８年３月末日 

平成１２年１０月１日 

平成１２年１０月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１６年中 

平成１６年中 

平成１６年中 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

％ 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

０～１４歳人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

９７,０４６ 

２０５,１８９ 

１０７,９１２ 

９７,２７７ 

１１０.９ 

３８.６ 

１３.１ 

７４.２ 

１２.６ 

 

１,９６４ 

１,０７６ 

１６,２５４ 

１６,４１１ 

３,４３４ 

１４５,４１６ 

７４.０ 

 

４,７４８ 

３８,１７９ 

 

５３ 

１３１ 

１１１ 

 

１３１ 

２,４４３ 

３４,７１０ 

 

 

１３５ 

６９５ 

２６,２９２ 

 

１,０７４ 

８,３６６ 

１３１,７０７ 

 

 

１４ 

３,４２６ 

 

１５ 

９,９１０ 

 

９ 

５,１６９ 

 

９６０ 

３,７７８ 

６４ 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１８年３月末日 

平成１２年１０月１日 

平成１２年１０月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１６年中 

平成１６年中 

平成１６年中 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

％ 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 
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人　　口 

人口動態 
 

事業所（民営） 

農　　業 
 

商　　業 
 

工　　業 
 

教育・文化 
 

治安・災害 
 

項　　目 データ 単位 調査期日 

世帯数 

人口 

男　性 

女　性 

性比（女性=１００） 

平均年齢 

０～１４歳人口割合 

１５～６４歳人口割合 

６５歳以上人口割合 

 

出　生 

死　亡 

転　入 

転　出 

外国人登録人口 

昼間人口 

昼夜間人口比率 

 

事業所数 

従業者数 

 

販売農家戸数（専業） 

販売農家戸数（兼業） 

自給的農家戸数 

 

事業所数 

従業者数 

製造品出荷額等 

 

卸売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

小売業 

事業所数 

従業者数 

　年間商品販売額 

 

幼稚園 

園　数 

在園者数 

小学校 

学校数 

児童数 

中学校 

学校数 

生徒数 

 

交通事故発生件数 

刑法犯認知件数 

火災発生件数 

６３,４３２ 

１５５,６４４ 

７７,１７９ 

７８,４６５ 

９８.４ 

４０.７ 

１３.８ 

７０.７ 

１５.４ 

 

１,２３９ 

８０４ 

１３,２７７ 

１０,００３ 

１,６２１ 

１０２,９５３ 

７２.５ 

 

２,７２８ 

３１,４０６ 

 

５１ 

１４１ 

１４１ 

 

６１ 

１,６２５ 

３０,０３６ 

 

 

８９ 

５８１ 

２５,９９１ 

 

６７１ 

６,９１９ 

１１４,８４６ 

 

 

８ 

２,６２０ 

 

１７ 

８,８５５ 

 

９ 

４,１８１ 

 

６５７ 

２,３５３ 

４８ 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１８年４月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

平成１６年１０月１日 

 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１７年中 

平成１８年３月末日 

平成１２年１０月１日 

平成１２年１０月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

平成１７年２月１日 

 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

平成１６年１２月３１日 

 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

平成１６年６月１日 

 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１７年５月１日 

平成１７年５月１日 

 

平成１６年中 

平成１６年中 

平成１６年中 

世帯 

人 

人 

人 

 

歳 

％ 

％ 

％ 

 

人 

人 

人 

人 

人 

人 

％ 

 

事業所 

人 

 

戸 

戸 

戸 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

事業所 

人 

百万円 

 

事業所 

人 

百万円 

 

 

園 

人 

 

校 

人 

 

校 

人 

 

件 

件 

件 
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　川崎市の人口は、平成１８年４月１日で１,３３２,０３３人、世帯数６００,０１２世帯で人口規模は１４大都

市の中で第９位となっています。また、平成１６年の人口増加数は１１,８７１人で東京都区部、横浜市

に次いで第３位ですが、人口増加率は人口１,０００人につき９.１人と１４大都市の中で第１位となって

います。また、出生率も人口１,０００人につき１０.４人と１４大都市の中で第１位となっています。 

■人口規模  人口増加率は大都市の中でトップ 

　平成１６年の人口千人当たりの刑法犯認知件数は２１.０件であり、１４大都市のなかで広島市、横

浜市に次いで低くなっています。また、人口１０万人当たりの交通事故発生件数は大都市のなか

で最も低く、５６５.８件で大都市平均７７７.４件を大きく下回っています。このことから、川崎市は大

都市の中で安全なまちであると言えます。 

■安全なまち 大都市の中で安全なまち川崎市 

　川崎市の市内総生産は４兆７,０４５億円（平成１５年度）で、市民１人当たりの市民所得は３１６万６

千円（神奈川県民所得は３１８万４千円）で１３大都市（さいたま市を除く）中では第５位となってい

ます。 

　本市の製造業の製造品出荷額等は、平成１６年の工業統計調査で３兆８,５８４億円となっており、

東京都区部、横浜市、大阪市に次ぐ規模で、製造業が本市の基幹産業となっています。中でも石

油製品・石炭製品製造業の出荷額が最も多く９,８７０億円、次いで化学工業の８,５３６億円、輸送機

械器具製造業の６,３６１億円となり、この３業種で全体の６４.２％を占めています。石油の出荷額か

ら本市が首都圏のエネルギー供給に大きな役割を果たしていることもうかがえます。また、事業

所１社当たり及び従業者１人当たりの製造品出荷額等は、それぞれ２１億７,２５２万円と６,９３６万円

で１４大都市中それぞれ第１位と高い生産性を示しています。（従業者４人以上の事業所を対象） 

　また、本市には今後の情報化社会の核となる情報サービス関連産業の事業所が集中していま

す。平成１６年の特定サービス産業実態調査で情報サービス業の年間売上高は６,４４９億円で、東

京都区部、大阪市そして横浜市に次いで第４位となっています。さらに、情報サービス業従業者

１人当たりの年間売上は、３,６２５万円と京都市に次いで第２位と高くなっています。川崎の産業の

ソフト化が進んでいると言えます。 

■経済概況  伸びる情報サービス産業 

データから見る川崎市の特徴 
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　統計は、私たちの暮らしや街を豊かにするための基礎資料として使われます。ぜひ、統計調査にご

協力ください。調査する人が調査内容を他に漏らしたり、統計を作る目的以外に調査票を使用するこ

とは固く禁じられていますのでプライバシーは守られます。 

 

（参考）　統計法　第１４条　指定統計調査…（略）…の結果知られた人、法人又はその他の団体の秘

密に属する事項については、その秘密は保護されなければならない。 

　　　　　　　  第１５条　何人も、指定統計を作成するために集められた調査票を、統計上の目的

以外に使用してはならない。 

　統計資料室は、国の各省庁、市の各局、他都市などが発行する主な統計資料があります。閲覧、貸

出しなど統計情報の提供を行っておりますのでご利用ください。 

場　　　　　所　　　　川崎市役所本庁舎東館３階 

　　　　　　　　　　　　　　総合企画局都市経営部　統計情報課　企画解析班担当 

開　室　時　間　　　　市役所開庁日の午前９時～午後５時 

　　　　　　　　　　　（ただし、正午～午後１時までを除く） 

保 管 資 料 数　　　　約１万冊 

　統計に関する相談をお受けします。下記に手紙又は電話でお問い合わせください。 

　川崎市総合企画局都市経営部統計情報課企画解析班　〒２１０－８５７７  川崎市川崎区宮本町１ 

　電話　０４４－２００－２０６７（ダイヤルイン） 

　川崎市ホームページアドレス　ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｃｉｔｙ．ｋａｗａｓａｋｉ．ｊｐ/

期   日 

 ５月 １日 

 ６月 １日 

１０月 １日 

１１月２１日 

１２月３１日 

調   査  名 

学 校 基 本 調 査  

商 業 統 計 調 査  

就 業 構 造 基 本 調 査  

全 国 物 価 統 計 調 査  

工 業 統 計 調 査  

所    管 

文 部 科 学 省  

経 済 産 業 省  

総 務 省  

総 務 省  

経 済 産 業 省  

調査周期 

毎　年 

５　年 

５　年 

５　年 

毎　年 

調査にご協力をお願いいたします 

統計資料室 

統計に関する相談 

平成１９年度に実施する主要統計調査 

1

1

2

2

統計調査にご理解を 

統計利用のご案内 





統計データブック 
－ 平成18年版 － 

印刷・発行　　平成１8年（2006年）8月発行 
企画・編集　　川崎市川崎区宮本町１番地 
　　　　　　　川崎市総合企画局都市経営部統計情報課 
　　　　　　　ＴＥＬ：044（200）2111（大代表） 
印　刷　所　　川崎市中原区新丸子東2－925白誠ビル2F 
　　　　　　　野崎印刷紙器株式会社 
　　　　　　　TEL：044（422）6531 
 

古紙配合率100％再生紙を使用しています 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile ()
  /CalRGBProfile (Adobe RGB \0501998\051)
  /CalCMYKProfile (Japan Web Coated \050Ad\051)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile (None)
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Average
  /ColorImageResolution 150
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.42667
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.76
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 150
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.40667
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 350
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [350 350]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




